
1(C) Kuniko INOGUCHI Ph.D.

Kuniko INOGUCHI, Ph.D.Kuniko INOGUCHI, Ph.D.
Member, House of RepresentativesMember, House of Representatives
Member, Science Council of JapanMember, Science Council of Japan

Former Minister of State for Gender Equality and Social AffairsFormer Minister of State for Gender Equality and Social Affairs
Former Ambassador to Geneva on Disarmament AffairsFormer Ambassador to Geneva on Disarmament Affairs

元内閣府特命担当大臣（少子化・男女共同参画）元内閣府特命担当大臣（少子化・男女共同参画）
元軍縮会議日本政府代表部特命全権大使元軍縮会議日本政府代表部特命全権大使
日本学術会議会員（政治学）日本学術会議会員（政治学） 猪口邦子猪口邦子



2(C) Kuniko INOGUCHI Ph.D.

世界の中の日本のランキング

内閣府、総務省、厚生労働省資料等より作成

面積 377,835km² 世界60位

人口（2006年） 127,767,944人 世界10位

人口密度（2006年） 337人/km² 世界32位

ＧＤＰ（国内総生産）（2006年） 4兆5690億ドル 世界2位

一人あたりＧＤＰ（2006年） 34,174ドル 世界18位
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中国 1,441,426 

インド 1,395,496 

アメリカ合衆国 350,103 

インドネシア 263,746 

パキスタン 229,353 

ブラジル 227,930 

バングラデシュ 193,752 

ナイジェリア 190,287 

メキシコ 129,381 

ロシア 129,230 

日本 124,819 
エチオピア 118,354 

フィリピン 109,084 

ベトナム 104,343 

コンゴ 103,224 

エジプト 101,092

1950年には世界第５位であった我が国の人口は、2006年時点で世界第10位、2050年には第16位となることが
予想されている。

日本の人口

各国の人口順位（千人）

1950年 2050年（予測）

国立人口・社会保障問題研究所資料より作成

1.中国 554,760 

2.インド 357,561 
3.米国 157,813 

4.ロシア 102,702 
5.日本 83,625 
6.インドネシア 79,538 
7.ドイツ 68,376 

8.ブラジル 53,975 
9.イギリス 49,816 

10.イタリア 47,104 
11.フランス 41,829 

12.バングラデシュ 41,783 
13.ウクライナ 37,298 

14.パキスタン 36,944 
15.ナイジェリア 32,769 

16.スペイン 28,009

中国 1,298,848 

インド 1,065,071 

米国 293,028 

インドネシア 238,453 

ブラジル 184,101 

パキスタン 159,196 

ロシア 143,782 

バングラデシュ 141,340 

ナイジェリア 137,253 

日本 127,333 
メキシコ 104,960 

フィリピン 86,242 

ベトナム 82,690 

ドイツ 82,425 

エジプト 76,117 

イラン 69,019 

インド 1,592,704 

中国 1,392,307 

アメリカ合衆国 394,976 

パキスタン 304,700 

インドネシア 284,640 

ナイジェリア 258,108 

ブラジル 253,105 

バングラデシュ 242,937 

コンゴ 177,271 

エチオピア 170,190 

メキシコ 139,015 

フィリピン 127,068 

ウガンダ 126,950 

エジプト 125,916 

ベトナム 116,654 

日本 112,198

2006年 2025年（予測）
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日本のＧＤＰ（国内総生産）は現在、米国に次いで世界２位。2020年においてもその地位は変わらないと予
想されているが、第３位となる中国との差はわずかなものとなる。

日本の経済力

各国の実質ＧＤＰ（10億ドル）

米国 11,049

日本 4,978

ドイツ 1,959

中国 1,893

英国 1,628

フランス 1,429

イタリア 1,136

カナダ 822

スペイン 681

ブラジル 671

インド 655

韓国 639

メキシコ 635

オーストラリア 453

オランダ 391

2005年

米国 16,545

日本 6,089

中国 5,779

ドイツ 2,551

英国 2,328

フランス 1,860

インド 1,774

イタリア 1,409

カナダ 1,194

韓国 1,167

ブラジル 1,125

メキシコ 1,122

スペイン 972

アルゼンチン 708

オーストラリア 700

2020年（予測）

Global Insight (World Maeket Monitor)より作成

日本と中国の差：
3兆850億ドル

日本と中国の差：
3,100億ドル
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全人口に占める労働人口（15～64歳の人口）の割合をみると、日本の労働人口は急速に低下することが予測
されている。
一方、中国やインド、ブラジルの全人口に占める労働人口の割合は上昇することが予測されている。

労働人口の予測

全人口に占める労働人口の割合（予測）

国連「世界人口予測」より作成
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フォーチュン誌の特集する「グローバルトップ500社」に入る日本企業の数は、1995年から2005年にかけて
141社から70社と、５割減となった。

日本企業の動向

フォーチュン誌「グローバルトップ500」の国別構成

フォーチュン誌より作成
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我が国の人口
住民基本台帳に基づく我が国の人口動態をみると、2007年3月31日現在の我が国の人口は前年から２年連続で減少
し、1億2,705万3,471人となった。
2005年度は少子化の影響で出生数が死亡者数を下回る自然要因によって人口が初の減少となったが、2006年度は
出生数が大幅に回復したことにより、自然要因分は10,743人の増加となった。一方、国外転出入など社会要因によ
る増減が12,297人のマイナスとなったことから、全体としては1,554人の減少となった。
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出生数（万人、左目盛）

合計特殊出生率（右目盛）

1947～50年 第1次ベビーブーム
合計特殊出生率 4.32
出生数 269.6万人

※1950年

1971～74年 第2次ベビーブーム
合計特殊出生率 2.14
出生数 209.2万人

※1973年

1966年
ひのえうま

1995～99年
エンゼルプラン

2000～04年
新エンゼルプラン

2005～09年
子ども・子育て

応援プラン

厚生労働省「人口動態統計」、日本における日本人の動態

2006年～
新しい少子化対策

団塊世代

団塊ジュニア

世代

団塊の孫世代

出生数及び合計特殊出生率の推移
1971年～1974年の第２次ベビーブーム以降、30年間にわたって出生数、合計特殊出生率ともに減少傾向にあった
が、2006年の出生数は1,092,662人と前年を30,132人、合計特殊出生率は1.32と前年を0.06ポイント上回った。
2006年の出生数の伸びは1994年に50,046人増加して以来12年ぶりの大きな増加であり、出生率は2000年以来6年ぶ
りに前年を上回り、前年からの伸びはおよそ40年ぶりの大幅な上昇となった。

合計特殊出生率の上昇ランキング

順位 年 前年差
1 1967 0.65
2 1965 0.09
3 1958 0.07
4 2006 0.06
5 1964 0.05
6 1994 0.04
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0～14歳以下人口

15～64歳人口

65歳以上人口
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（万人）

1920年
5,596万人

1945年
7,200万人

2005年
1億2,777万人

2006年以降は推計

1967年
1億24万人 2045年

1億4万人

2045年
高齢化率

38.2%

1967年
高齢化率

6.6%

総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所資料（2006年）

2007年
高齢化率

21.5%

超少子高齢社会の到来

現状のまま少子化が進行すると、2045年には我が国の総人口は１億人程度となる。
日本の人口が初めて１億人を超えた1967年には高齢化率（総人口に占める65歳以上人口の割合）は6.6％
であったが、2045年の高齢化率は38.2％に達することが見込まれている。

世界の人口と高齢化率
2006年・・・ 7.3％

（65.1億人のうち4.7億人）
2050年・・・16.2％

（91.9億人のうち14.9億人）
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主な国の合計特殊出生率の動き

わが国を含む欧米等の先進地域に属する国々では、合計特殊出生率は人口置き換え水準（2.1程度）を下回っている。

1.00
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2.00
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4.00

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000

日　本

アメリカ

フランス

ド イ ツ
イタリア

スウェーデン

イギリス

2005年の合計特殊出生率
※日本のみ2006年

アメリカ 2.05 

フランス 1.90 

スウェーデン 1.75 

イギリス 1.74 

ドイツ 1.37 

イタリア 1.33 

日本 1.32

資料：諸外国：U.N."Demographic Yearbook", Council of Europe"Recent demographic developments in Europe",E.U.,"Eurostat",
U.S.Department of Health and Human services"National Vital Statistics Report"。日本は厚生労働省「人口動態統計」。
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台湾

シンガポール

アジアの主な国の合計特殊出生率の動き

アジアでは、合計特殊出生率が高い国（ラオス4.7、パキスタン4.1、カンボジア4.0など）がある一方、主要な国で
は合計特殊出生率の低下が起こっている。

各国の合計特殊出生率
※日本は2006年、タイは2004年、その他は2005年

日本 1.32

韓国 1.08

タイ 1.90 

シンガポール 1.24

台湾 1.12

資料：United Nations“Demographic Yearbook”,ただし、日本は厚生労働省「人口動態統計」、韓国は韓国統計庁資料。タイの1995年以降はタイ王国統計局資料、2004年はWHO（世界保健機構）資
料。シンガポールはシンガポール統計局資料、台湾は内政部資料。
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出生率と女性の労働力率との関係

ＯＥＣＤ加盟24か国における女性労働力率と合計特殊出生率をみると、2000年時点では、女性労働
力率が高い国ほど、出生率も高い傾向にある。

R2 = 0.3041
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内閣府調査（2000年）
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スイス
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男性の家事・育児時間

我が国の男性の家事・育児に費やす時間は世界的にみても最低の水準となっている。また、男性の
家事・育児時間が少ないと出生率も低い傾向にある。
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日本 育児時間

育児以外の無償労働時間

OECD「Employment Outlook」、総務省「社会生活基本調査」（2001年）

（時間）
５歳未満児のいる家庭の夫の育児、家事時間 男性の家事、育児時間と出生率

R2 = 0.3116
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子育て世帯への経済的支援

少子化対策として重要な施策を調査すると、実際に子育てをしているかいないかに係らず、経済的支援の充実を
求める声が多いことから、猪口邦子少子化担当大臣は児童手当の乳幼児加算などの経済的支援策を制度化した。

小泉内閣メールマガジンのアンケート結果

調査時点：2005年7月14日～24日 回答数：22,479
調査対象：メールマガジン読者 調査主体：内閣官房

問 少子化に歯止めをかけるためには、どのような政策が必要だと
思いますか。（複数回答）

【上位3回答】
1.子育て世代に対する経済的支援を充実する（70.1%）
2.安心して子どもを産み育てられる生活環境を整備する（64.0%）
3.希望すれば誰でも預けられるよう保育所を増やす（55.0%)

児童手当制度

少子化社会対策に関する子育て女性の意識調査

調査時点：2005年2月17日～3月6日 回答数：2,260
調査対象：子どものいる20～49歳の女性 調査主体：内閣府

問 少子化対策として重要と考えるものは何ですか。（複数回答）

【上位3回答】
1.経済的支援措置（保育・教育費への補助、医療費補助、児童手当
など）（69.9%）
2.保育所の拡充をはじめとした子供を預かる事業の拡充（39.1%）
3.出産・育児のための休業・短時間勤務（産前・産後休業、育児休
業、短時間勤務など）（37.9%）

児童手当制度における乳幼児加算の創設

2007年4月1日から
0歳から3歳未満の乳幼児に関しては、一人当たり
月額10,000円を支給。
（3歳以上12歳未満の子どもについては従来どおり一
人当たり月額5,000円の支給）

児童手当制度における乳幼児加算の創設

2007年4月1日から
0歳から3歳未満の乳幼児に関しては、一人当たり
月額10,000円を支給。
（3歳以上12歳未満の子どもについては従来どおり一
人当たり月額5,000円の支給）

3.8%

70.4%平成15年度
社会保障給付費
84兆2,668億円

高齢者関係給付費

59兆2,668億円

児童・家族関係給付費

3兆1,626億円

○社会保障給付費の中での児童・家族関係の
給付費の割合

資料：社会保障・人口問題研究所「平成15年度社会保障給付費」

年金、老人医療、介
護、老人福祉サービ
ス、高齢者雇用継続
給付に係る給付費

児童手当等各種手当、
保育等児童福祉サー
ビス、育児休業給付、
出産関係給付に係る
給付費
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「新しい少子化対策について」の政策決定過程

2005年10月31日
第三次小泉改造内閣において初の専任の少子化担当大臣設置

政府・与党協議プロセス立ち上げ

2005年12月18日～2006年4月22日
少子化担当大臣と地方自治体トッ
プとのブロック会合
① 2005年12月18日九州（熊本県熊本市）
② 2006年1月7日 東海・北陸（石川県金沢市）
③ 2006年2月4日 四国（徳島県鳴門市）
④ 2006年2月12日 南関東（神奈川県横浜市）
⑤ 2006年2月19日 北関東（茨城県水戸市）
⑥ 2006年3月25日 近畿（福井県福井市）
⑦ 2006年4月1日 中国（広島県広島市）
⑧ 2006年4月9日 東北（山形県山形市）
⑨ 2006年4月16日 北海道（北海道札幌市）
⑩ 2006年4月22日 東京（東京都港区）

2006年5月15日
少子化社会対策会議（議長：官房長官）「これからの少子化対策について」決定

2006年6月20日
少子化社会対策会議（会長：内閣総理大臣）
「新しい少子化対策について」政府決定

子育て支援策・働き方の改革
の２軸を中心に幅広な施策を網羅

子育て支援策・働き方の改革
の２軸を中心に幅広な施策を網羅

北海道
2006年4月16日

東北
2006年4月9日

北関東
2006年2月19日

東京
2006年4月22日南関東

2006年2月12日

東海・北陸
2006年1月7日

近畿
2006年3月25日

中国
2006年4月1日

四国
2006年2月4日

九州
2005年12月18日
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Ⅰ 新生児・乳幼児期（妊娠・出産から乳幼児期まで）
① 出産育児一時金の改善による事実上の出産無料化
② 妊娠中の健診費用軽減
③ 不妊治療の公的助成の拡大
④ 妊娠初期の休暇などの徹底・充実
⑤ 産科医等の確保などの産科医療システムの充実
⑥ 児童手当制度における乳幼児加算の創設
⑦ 子育て初期家庭に対する家庭訪問を組み入れた子育て支援ネッ
トワーク（「こんにちは赤ちゃん事業」）の構築

Ⅱ 未就学期（小学校入学前まで）
① 全家庭を対象とする地域における子育て支援拠点の拡充
② 待機児童ゼロ作戦の更なる推進
③ 病児・病後時保育、障害児保育等の拡充
④ 小児医療システムの充実
⑤ 行動計画の公表等次世代育成支援対策推進法の改正の検討
⑥ 育児休業給付の引上げなど育児休業や短時間勤務の充実・普及
⑦ 事業所内託児施設を含め従業員への育児サービスの提供の促進
⑧ 子どもの事故防止策の推進
⑨ 就学前教育についての保護者負担の軽減策の充実

Ⅲ 小学生期
① 全小学校区における「放課後子どもプラン」の推進
② スクールバスの導入等、学校や登下校時の安全対策

Ⅳ 中学生・高校生・大学生期
① 奨学金の充実等
② 学生ベビーシッター等の推奨

① 若者の就労支援

→キャリア教育の強化によるフリーター・ニート化の防止

→年長フリーターの正社員化支援 等

② パートタイム労働者の均衡処遇の推進

→法整備を含めた施策の強化

③ 女性の継続就労・再就職支援

→育児休業の取得促進・育児期の短時間就労等の仕事と

育児の両立支援策の充実

→女性の再就職支援のための学習機会の提供 等

④ 企業の子育て支援の取組の推進

→子育て支援制度を導入した企業への財政的支援

→入札手続き時における企業努力の反映

⑤ 長時間労働の是正等の働き方の見直し

→法整備を含めた施策の強化

⑥ 働き方の見直しを含む官民一体子育て支援推進運動

→「仕事と生活の調和」の実現を目指す

子育て支援策

① 子育てを支援する税制等を検討
② 里親・養子縁組制度の促進と広報・啓発
③ 児童虐待防止対策及び要保護児童対策の強化
④ 食育の推進
⑤ 家族用住宅、三世代同居・近居の支援 など

「新しい少子化対策について」（2006年6月20日政府決定）

働き方の改革

（その他の重要な施策）
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　合計特殊出生率　   1.32
　出生数　　　　   1,092,662人
2005年
   合計特殊出生率        1.26
   出生数　　　　　1,062,530人

合計特殊出生率（右目盛）

出生数

第2次ベビーブーム
（1971～1974年）

2002年
出生率1.32

1989年
出生率1.53

1971年
出生率2.16

2005年10月に初の専任の少子化担当大臣（猪口邦子衆議院議員）が就任して以降、婚姻数は増加傾向にある。
2006年の出生数は年間で1,092,662人となり、2005年を30,132人上回って出生数の減少傾向は2006年には反転した。
2006年の出生数の伸びは1994年に50,046人増加して以来12年ぶりの大きな増加であり、出生率は2000年以来6年ぶり
に前年を上回り、前年からの伸びはおよそ40年ぶりの大幅な上昇となった。

厚生労働省「人口動態統計」 毎月の婚姻数・出生数には外国籍の者等を含む

婚姻数・出生数の動向

※当月を含む過去１年間の累計

婚姻数の傾向 各月の出生数

合計特殊出生率と出生数の推移
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東アジア男女共同参画担当大臣会合（2006年6月30日、7月1日）

会議の概要

場 所：日本（東京）

参加国：東アジア１６カ国・２機関

議 長：猪口邦子 内閣府特命担当大臣

（少子化・男女共同参画）

会議の特徴

(1)初の東アジア男女共同参画担当大臣会合。

(2)呼びかけた全１６カ国・２国際機関のうち１４の
国・機関から大臣クラスが参加。

(3)成果文書として、「東京閣僚共同コミュニケ」を全
会一致で採択。

(4)国連等主要国際機関にコミュニケを伝達する責務を
議長国に託す。

東京閣僚共同コミュニケのポイント
東アジアのジェンダー平等・平和・開発の大きな進歩に向けた歴史的な一歩。
ベストプラクティスの共有、ワーク・ライフ・バランスの重要性等に合意。
女性とジェンダーのための国内本部機構の強化、女性のあらゆるレベルでの意思決定過程への参画とリーダー
シップの推進、ジェンダー統計、ジェンダー分析、ジェンダーに敏感な予算(gender-sensitive budgeting))に関
する機能強化等の必要性に合意。
人身取引、女性に対する暴力、HIV/AIDS、自然災害等の域内の新たな課題へ協力して取り組む。
ジェンダーの平等と女性のエンパワーメントに向けた東アジア域内の連携が良い模範となり、国際社会に発信さ
れるよう努力。
今回の会合の成功に促され、本閣僚会合の年次開催するプロセスの立ち上げを決定。
第２回会合をインド(2007年）、第３回会合を韓国（2008年）で開催することを決定。

中国，韓国，ＡＳＥＡＮ１０カ国（インドネシア，マレーシア，フィリ
ピン，シンガポール，タイ, ブルネイ，ベトナム，ラオス，ミャンマー，
カンボジア），オーストラリア，ニュージーランド，インド，日本，Ｕ
ＮＥＳＣＡＰ（国連アジア太平洋経済社会委員会)，ＵＮＤＰ(国連開発
計画）
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東アジア男女共同参画担当大臣会合（2006年6月30日、7月1日）

猪口邦子内閣府特命担当大臣は、議長を務め、成果文書として採択された「東京閣僚共同コミュニ

ケ」を国連等主要国際機関にコミュニケを伝達する責務を託された。
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内閣府関連の社会政策の決定プロセス

国
民
の
要
望
、
国
内
・
国
際
情
勢
の
変
化
、
時
代
の
移
り
変
わ
り

担当大臣による基本計画ないし総合的対策の策定

首相官邸に設置する内閣総理大臣主宰会議における政府決定ないし閣議決定
○少子化対策・・・少子化社会対策会議（議長：内閣総理大臣）
○男女共同参画・・男女共同参画推進本部（本部長：内閣総理大臣）
○食育・・・・・・食育推進会議（会長：内閣総理大臣）

国会における基本法の策定
○少子化対策・・・少子化社会対策基本法（2003年9月1日施行、法律第133号）
○男女共同参画・・男女共同参画社会基本法（1999年6月23日施行、法律第78号）
○食育・・・・・・食育基本法（2005年7月15日施行、法律第63号）

基本計画の決定
○少子化対策・・・「新しい少子化対策について」（2006年6月20日）
○男女共同参画・・「第二次男女共同参画基本計画」（2005年12月27日閣議決定）
○食育・・・・・・「食育推進基本計画」（2006年3月31日）

予算措置の強化による政策の実現



21(C) Kuniko INOGUCHI Ph.D. 大臣による男女共同参画研修会

1986年 4月 男女雇用機会均等法 施行

→定年・退職・解雇に関わる女性差

別の禁止

1997年12月 行政改革会議最終報告

→男女共同参画会議の設置を決定

1999年 4月 男女雇用機会均等法 改正

→募集・採用や配置・昇進に関わる

女性差別の禁止、セクシュアル・

ハラスメントへの事業主の配慮を

義務づけ

男女共同参画会議

男女共同参画（Gender Equality）に関する政府の取組

国会で全会一致で可決・制定された「男女共同参画基本法」（1999年）に基づき、男女共同参画基
本計画を策定し、総合的かつ計画的に施策を推進している。

1999年 6月 男女共同参画社会基本法 施行

2000年 6月 男女共同参画会議 設置

2000年12月 男女共同参画基本計画閣議決定

2005年12月 男女共同参画基本計画（第２次）閣議決定

2006年 6月 男女雇用機会均等法 改正

→募集の際に身長を採用条件とするなどの間

接差別の禁止
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【５つの基本理念】
①男女の人権の尊重（第３条）
男女の個人としての尊厳を重んじ、男女の差別をなくし、男性も女性もひとりの人間として能力を
発揮できる機会を確保する必要があります。
②社会における制度又は慣行についての配慮（第４条）
固定的な役割分担意識にとらわれず、男女が様々な活動ができるように社会の制度や慣行の在り方
を考える必要があります。
③政策等の立案及び決定への共同参画（第５条）
男女が、社会の対等なパートナーとして、いろいろな方針の決定に参画できる機会を確保する必要
があります。
④家庭生活における活動と他の活動との両立（第６条）
男女が対等な家族の構成員として、互いに協力し、社会の支援も受け、家族としての役割を果たし
ながら、仕事をしたり、学習したり、地域活動ができるようにする必要があります。
⑤国際的協調（第７条）
男女共同参画社会づくりのために、国際社会と共に歩むことも大切です。他の国々や国際機関とも
相互に協力して取り組む必要があります。

【国、地方公共団体及び国民の責務】
・国は、施策を総合的に策定し、実施（第８条）
・地方公共団体は、地域の特性をいかした施策を展開（第９条）
・国民は男女共同参画社会づくりに協力（第１０条）

男女共同参画社会基本法は、全２８条からなる。
第１章：総則（第１条～第１２条） 第２章：男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策
（第１３条～第２０条） 第３章：男女共同参画会議（第２１条～第２８条）

男女共同参画社会基本法（1999年6月23日公布・施行）
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①政策・方針決定過程への女性の参画の拡大

・２０２０年までに、指導的地位に女性が占める割合が少なくとも３０％に
なるよう期待し、各分野の取組を推進。
・各分野で積極的改善措置に自主的に取り組むことを奨励。

②女性のチャレンジ支援

・チャレンジ支援策を推進し、情報の一元化や関係機関のネットワーク化
によるワンストップ・サービス等を提供する環境を構築。
・一旦家庭に入った女性の再チャレンジ（再就職、起業等）支援策を充実。
・育児等を理由に退職した者の再就職先として正社員も含めて門戸が広
がるよう企業の取組を促す。

③男女雇用機会均等の推進

・男女雇用機会均等法を改正
（男女双方に対する差別の禁止、間接差別の禁止、妊娠等を理由とす
る不利益取扱いの禁止、男性に対するセクシュアルハラスメントも対象
とする等）

④仕事と家庭・地域生活の両立支援と働き方の見直し

・男性も含めた働き方の見直しを大幅かつ具体的に推進。
・短時間正社員など質の高い多様な働き方を普及。公務員については、
常勤の国家公務員に育児・介護のための短時間勤務制度を導入。
・短時間労働者への厚生年金の適用の在り方について検討。
・保育サービスの充実など、多様なライフスタイルに対応した子育て支援
策の充実。

⑤新たな分野への取組

・新たな取組を必要とする分野（科学技術、防災（災害復興を含む）、
地域おこし・まちづくり・観光、環境）における男女共同参画を推進。
・女性研究者の採用等拡大、育児等との両立支援。
・男女のニーズの違いを考慮した防災対策。
・女性が参画した地域づくりの優良事例の普及。
・環境保全分野での女性の参画を拡大。

⑥男女の性差に応じた的確な医療の推進

・医療関係者及び国民に男女の性差医療についての知識の普及を図る。

⑦男性にとっての男女共同参画社会

⑧男女平等を推進する教育・学習の充実

⑩あらゆる分野において男女共同参画の視点に立って関連施
策を立案・実施し、男女共同参画社会の実現を目指す。

⑨女性に対するあらゆる暴力の根絶

・被害者の保護や自立支援等の施策の推進。
・女性に対する暴力の予防のための対策の推進。

・男女共同参画社会の形成の男性にとっての意義と責任や、地域・家庭
等への男性の参画を重視した広報活動を推進。

・２０１５年までにすべての教育レベルにおける男女格差を解消。

第２次男女共同参画基本計画（2005年12月27日）
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GEM（ジェンダー・エンパワメント指数）、ジェンダー・ギャップ指数と
HDI（人間開発指数）の国際比較

UNDP ”Human Development Report 2007/2008”
WEF ”The Global Gender Gap Report 2007”

女性が政治及び経済活動に参加し、意思決定に参加できるかどうかを測るＧＥＭ（Gender Empowerment Measure 

ジェンダー・エンパワメント指数、国会議員や管理職に占める女性割合などを用いて算出）をみると、日本は93か

国中54位ときわめて低位であり、先進国中最下位である。

また、ＧＥＭに教育・保健分野を加味したジェンダー・ギャップ指数（Gender Gap Index=ダボス会議を主催する

WEF発表）をみると、日本は128か国中91位となっている。

一方、人々の生活の質や発展度合いを示すＨＤＩ（Human Development Index 人間開発指数、平均寿命や教育水

準、国民所得などを用いて算出）をみると、日本は177か国8位となっている。

1 アイスランド 0.968

2 ノルウェー 0.968

3 オーストラリア 0.962

4 カナダ 0.961

5 アイルランド 0.959

6 スウェーデン 0.956

7 スイス 0.955

8 日本 0.953

9 オランダ 0.953

10 フランス 0.952

12 米国 0.951 

16 英国 0.946 

20 イタリア 0.941 

22 ドイツ 0.935 

1 ノルウェー 0.910

2 スウェーデン 0.906

3 フィンランド 0.887

4 デンマーク 0.875

5 アイスランド 0.862

6 オランダ 0.859

7 ベルギー 0.850

8 オーストラリア 0.847

9 ドイツ 0.831

10 カナダ 0.820

14 英国 0.783 

15 米国 0.762 

18 フランス 0.718 

21 イタリア 0.693 

54 日本 0.557 

22位 ポルトガル
23位 トリニダード
・トバゴ

24位 コスタリカ
25位 リトアニア
26位 キューバ
27位 スイス
28位 イスラエル
29位 アラブ
首長国連邦

30位 バルバドス
…
50位 ハンガリー
51位 モーリシャス
52位 ベトナム
53位 ドミニカ共和国

など

ジェンダーエンパワメント指数

1 スウェーデン 0.814

2 ノルウェー 0.805

3 フィンランド 0.804

4 アイスランド 0.783

5 ニュージーランド 0.764

6 フィリピン 0.762

7 ドイツ 0.761

8 デンマーク 0.751

9 アイルランド 0.745

10 スペイン 0.744

18 カナダ 0.719 

31 米国 0.702 

51 フランス 0.682 

84 イタリア 0.649

91 日本 0.645 

ジェンダーギャップ指数 人間開発指数
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○ 衆議院議員・・ 45人／480人、9.4％（2007年9月）

○ 参議院議員・・ 43人／242人、17.8％（2007年9月）

○ 国の審議会等における委員 32.3％（2007年）

○ 地方議会議員・・・・ 9.4％（2006年）

○ 管理的職業従事者・・ 10.7％（2006年）

○ 国家公務員管理職・・ 1.8％（2007年）

○ 司法分野・・裁判官：14.6％、弁護士：13.6％、
検察官：10.9％ (2007年）

○ 研究者・・・・・・・ 11.9％（2006年）

○ 医師国家試験合格者・・33.4％（2007年）

○ 第１子の出産時に離職する女性の割合・・67.4％（2001年）

・1.9％（1952年10月）⇒ 45人、9.4％（2007年9月）
・188か国中、131位（列国議会同盟ＨＰより試算、2007年）

・6.0％（1953年4月）⇒ 17.8％（2007年9月）

・2.6％（1975年）

・2006年4月、男女共同参画推進本部において、新たな目標を決定。

委員：2020年までに男女いずれか一方が40％未満とならない。
2010年度末までに、女性委員が33.3％。

・都道府県：27.1％、市（区）町村：21.9％(2007年）

・1.2％（1975年）

・都道府県議会：7.3％、市区議会：11.2％、町村議会：6.9％（2006年）

・裁判官：2.1％、弁護士：3.3％、検察官：1.0％（1977年）

・7.9％（1992年）
・フランス：27.5％、イギリス：26.0％、ドイツ：15.5％（2000年）

・米国：42.5％、ドイツ：37.3％、スウェーデン：29.9％（2005年）

・142人／8,456人
・米国：26.3％ (2005年)、フランス：14.0％（2003年)、
ドイツ：15.9％（2002年）

・19.2％（1991年）

４

各分野において女性の参画は着実に拡大しているものの、依然として女性割合は低く、一層

の取組を進める必要がある。

各分野における女性の参画状況
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衆議院議員に占める女性衆議院議員の割合（右目盛）
女性衆議院議員数

自民党女性衆議院議員数

（人）

衆議院 参議院 国会（合計）

自由民主党 27 12 39

民主党 9 21 30

公明党 4 5 9

共産党 2 1 3

社会民主党 2 1 3

その他 1 3 4

女性衆議院議員数の推移

国政における女性の割合をみると、国会全体で女性議員は12.2％（88人）、衆議院では9.4％（45人）、参議院では17.8％（43人）
を占めている。
衆議院における女性議員の数をみると、2005年の9月に小泉純一郎総理大臣の元で行われた総選挙において、女性議員の割合・数と
もに過去最大に達した。また、自民党の擁立した女性候補者は16人全員が当選し、女性議員数は26人と選挙前のおよそ3倍に達した。
また、2007年7月29日に行われた第21回参議院議員選挙では、91人（全体の24.1％）の女性が立候補し、過去最多である26人が当選
した。女性の当選率（女性当選者／女性立候補者）は28.6％と、1983年以降最も高くなった。

国政における女性議員の割合

政治分野における女性（国政）

※自民党は
1955年結党

17.8%
(43人)

9.4%
(45人)

12.2%
(88人)

82.2% (199人)

90.6% (435人)

87.8% (634人)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

参議院（定数242人）

衆議院（定数480人）

国会（衆参の合計722人）
女性

男性
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7.5%

14.0%

8.4%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

1947 1951 1955 1959 1963 1967 1971 1975 1979 1983 1987 1991 1995 1999 2003 2007

都道府県議会

市議会

町村議会

2007年4月に行われた統一地方選挙における44道府県議会の選挙では、367人（全体の9.7％）の女性が立候補し、197人（全体
の7.5％）が当選した。今回誕生した女性議員は、割合・人数ともに過去最高を記録した。今回選挙の行われなかった都県を含め
ると、女性都道府県議会議員は223人（全体の8.0％）となっており、過去最高となっている。
また、市議会議員選挙では1,125人（14.0％）、特別区議会選挙では215人（25.6％）、町村議会選挙では476人（8.4％）、首
長選挙では知事が１人（北海道）、市長が３人（京都府木津川市、東京都三鷹市、神奈川県平塚市）の女性が当選している。
女性議員が増加した理由としては、子育てや少子化問題など生活に密着した課題が選挙の争点となり、女性が地方政界に進出
する環境が整ったことが背景にある。

各回の統一地方選当選者に占める女性の割合

※沖縄県は2004年、東京都は2005年、
茨城県は2006年選挙

政治分野における女性（2007年地方統一選）
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当選者に占める女性の割合

（右目盛）女性当選者数

2007年7月29日に行われた第21回参議院議員選挙では、91人（全体の24.1％）の女性が立候補し、過去最多
である26人が当選した。女性の当選率（女性当選者／女性立候補者）は28.6％と、1983年以降最も高くなった。
この結果、参議院議員に占める女性の割合は17.3％と、1989年に次いで歴代２位となった。

参議院選挙における女性当選者数、
当選者に占める女性の割合

参議院選挙における女性当選者

衆議院議員・参議院議員
に占める女性の割合
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第21回参議院選挙は、７月29日に投票が行われ、30日朝に改選121議席のすべてが確定した。
自民党は改選の64議席を37議席へと大きく減らし、過去最低だった1989年の36議席に次ぐ大敗を喫した。非改選と合わせても83議席と自
民党結党以降、最低となった。これに対し、民主党は結党以来最高の60議席を獲得。自民党は参院第１党の座を譲った。
公明党は選挙区で２勝３敗、比例も７議席と伸び悩み、過去最低だった98年と同じ９議席となった。共産党は比例のみ３議席、社民党
も同２議席で、いずれも退潮傾向に歯止めを掛けられなかった。国民新党は選挙区、比例で各１議席。比例候補のみ擁立した新党日本は
１議席を獲得した。
1996年の民主党結党以降の参議院選挙における自民党と民主党の得票率の合計をみると、比例代表及び選挙区いずれにおいても投票全
体におけるその占有率は高まってきており、我が国に二大政党制への流れが形成されつつあると思われる。

第21回参議院議員選挙結果分析（１）
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参議院選挙において、各派閥が勢力を縮小・維持する中で、衆議院・参議院ともに町村派が最大派閥となっ
た。
参議院で最大派閥だった津島派は、新人も含めて当選は２人だけであった。一方、町村派は９人の当選者を
出し、最大勢力へと躍進した。第３派閥である古賀派は３人の当選者を出したが、山崎派はゼロ人、伊吹派は
１人の当選となった。また、高村派や谷垣派、麻生派は現有勢力を維持した。

第21回参議院議員選挙結果分析（２）

合計 衆議院 参議院 

合計 当選 立候補 非改選

町村派 82 60 22 9 18 13

津島派 62 46 16 2 15 14

古賀派 45 37 8 3 6 5

山崎派 35 32 3 0 3 3

伊吹派 24 18 6 1 6 5

高村派 16 14 2 2 2 0

谷垣派 15 12 3 1 1 2

二階派 15 13 2 - - 2

麻生派 15 13 2 1 1 1

無派閥 65 61 4 3 3 1

未定 15 - 15 15 28 -

合計 389 306 83 37 83 46

※河野洋平衆議院議長は無派閥に含めた
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今回の参議院選挙当選者の平均年齢は51.3歳と、前回選挙（2004年）の53.7歳から2.4歳若返った。なお、最年少の当選者は30
歳、最高齢の当選者は73歳であった。
当選者の年齢を政党別にみると、自民党当選者の平均年齢は53.9歳となった。また、民主党当選者は前回の50.2歳となった。
若返りの幅は自民党当選者が3.2歳となったのに対して、民主党当選者は2.1歳にとどまった。世代別にみると、両党ともに30代
と40代の当選者で半数程度を占めるという構成になっている。なお、全体の当選者をみると、前回選挙では50代が最多の41人
だったが、今回は40代が44人と最も多く、50代が31人、60代が25人と続いている。
今回の参議院選挙当選者では、地方政界出身者が最多の35人を占め、前回選挙の28人当選から拡大した。一方で、中央省庁の
官僚出身者は24人から14人へと当選者を減らしている。当選者の出身分野を所属政党別にみると、地方政界・官僚の出身者の合
計は自民・民主ともにほぼ同水準だが、民主党では労組出身者がおよそ13％を占めているという特徴がある。

第21回参議院議員選挙結果分析（３）

地方政界
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（2007年）
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第21回参議院議員選挙結果分析（４）

世襲

両親や祖父母らが国会議員のいわゆる世襲議員は、自民党６人、民主党４人、その他２人の計12人で全体の9.9％を
占めた。地盤を直接引き継がない場合も含めた立候補者は22人だったため、当選率は54.5％となった。なお、前回
（2004年）選挙で当選した世襲議員は自民党５人、民主党２人の計７人（全体の5.8％）であった。

衆議院からのくら替え

今回の参議院選挙で、衆議院からのくら替えを目指した30人のうち、14人が国政に返り咲いた。このうち11人（立候補
者は16人）が2005年の郵政総選挙の際に落選した議員の転身が多い民主党議員であり、民主党候補者のくら替え当
選率は68.8%となった。（自民党候補者のくら替え当選率は50%）。また、郵政民営化法案に反対票を投じ、自民党を離
党した「郵政造反組」は、自民党から１人、民主党から１人、国民新党から７人、無所属で１人の９人が立候補し、それぞ
れ１人ずつの４人の当選にとどまった。

当選回数

今回の選挙が国政での初当選となったいわゆる新人議員は、自民党が16人、民主党が27人、その他が8人の合計51
人（全体の42.1％）となり、前回（2004年）選挙の53人（全体の43.8％）から微減した。当選回数は、自民党議員１人の６
回が最高で、以下、４回当選組が自民党２人、その他３人の合計５人、３回当選組が自民党８人、民主党５人、その他３
人の合計16人と続いている。

一人区の勝敗と路線価

路線価（都道府県庁所在都市の最高路線価）は、東京や大阪、名古屋といった都市圏で上昇傾向にあるのに対して、
参議院選挙のいわゆる一人区では下落傾向となっていた。
一人区で自民党が勝利したのは群馬、福井、和歌山、山口、大分、鹿児島の６県。このうち、66.6％にあたる４県（和歌
山、山口、大分、鹿児島）で前年と比較した路線価が上昇ないし横ばいであった。
一方、敗れた23県では、そのうち39.1％にあたる９県のみで路線価の上昇ないし横ばいがみられた。
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衆議院議員猪口邦子の歩み

1952年5月3日 千葉県市川市生まれ

1975年 上智大学外国語学部卒業

1977年 エール大学政治学修士号取得

1982年 エール大学政治学博士号（Ph.D.）取得

1981年 上智大学法学部助教授

1983年 ハーバード大学国際問題研究所客員研究員（～1984年）

1985年 オーストラリア国立大学政治学部客員研究員

1990年 上智大学法学部教授（～2006年）

2002年 軍縮会議日本政府代表部

特命全権大使（～2004年）

2003年 軍縮会議（ジュネーブ）議長

2003年 国連第一回小型武器中間会合議長

2005年～日本学術会議会員（政治学）
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衆議院議員猪口邦子の歩み

2005年～衆議院議員

2005年 第三次小泉改造内閣において内閣府特命担当大臣

（少子化・男女共同参画）（～2006年）

2006年～自由民主党幹事長補佐（外交・国際関係担当）

2006年～自由民主党国際局局長代理
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ご清聴ありがとうございました。ご清聴ありがとうございました。

ご質問等ございましたら、下記までご連絡ください。ご質問等ございましたら、下記までご連絡ください。

猪口邦子連絡先猪口邦子連絡先
（電話）（電話）0303--35083508--72717271（（FAXFAX））0303--35083508--31303130
（（EE--mailmail））inoguchi@kunikoinoguchi.jpinoguchi@kunikoinoguchi.jp

URLURL http://www.kunikoinoguchi.jp/http://www.kunikoinoguchi.jp/35
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元内閣府特命担当大臣（少子化・男女共同参画）
元軍縮会議日本政府代表部特命全権大使

日本学術会議会員（政治学） 猪口邦子

1952年5月3日 千葉県市川市生まれ

1975年 上智大学外国語学部卒業

1977年 エール大学政治学修士号取得

1982年 エール大学政治学博士号（Ph.D.）取得

1981年 上智大学法学部助教授

1983年 ハーバード大学国際問題研究所客員研究員

1985年 オーストラリア国立大学政治学部客員研究員

1990年 上智大学法学部教授

2002年 軍縮会議日本政府代表部特命全権大使

2003年 軍縮会議（ジュネーブ）議長

2003年 国連第一回小型武器中間会合議長

2005年～日本学術会議会員（政治学）

2005年～衆議院議員

2005年 第三次小泉改造内閣において内閣府特命担当大臣

（少子化・男女共同参画）

2006年 自由民主党幹事長補佐（外交・国際関係担当）

2006年～自由民主党国際局局長代理

猪口邦子連絡先

〒100-8981東京都千代田区永田町2-2-1

衆議院第一議員会館541号室

電話：03-3508-7271 FAX：03-3508-3130

本人Eメール inoguchi@kunikoinoguchi.jp

事務所Eメール network@kunikoinoguchi.jp

公式サイト http://www.kunikoinoguchi.jp/
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1986年 4月 男女雇用機会均等法 施行
→定年・退職・解雇に関わる女性差別

の
禁止

1997年12月 行政改革会議最終報告
→男女共同参画会議の設置を決定

1999年 4月 男女雇用機会均等法 改正
→募集・採用や配置・昇進に関わる女

性
差別の禁止、セクシュアル・ハラス

メ
ントへの事業主の配慮を義務づけ

1999年 6月 男女共同参画社会基本法 施行
2000年 6月 男女共同参画会議 設置
2000年12月 男女共同参画基本計画閣議決定
2005年12月 男女共同参画基本計画（第２次）閣議決
定
2006年 6月 男女雇用機会均等法 改正

→募集の際に身長を採用条件とするな
ど

の間接差別の禁止

男女共同参画会議

男女共同参画（Gender Equality）に関する政府の取組

国会で全会一致で可決・制定された「男女共同参画基本法」（1999年）に基づき、男女共同参画基
本計画を策定し、総合的かつ計画的に施策を推進している。

男女共同参画基本法（1999年6月23日公布・施行）

【５つの基本理念】
①男女の人権の尊重（第３条）
男女の個人としての尊厳を重んじ、男女の差別をなくし、男性
も女性もひとりの人間として能力を発揮できる機会を確保する必
要があります。
②社会における制度又は慣行についての配慮（第４条）
固定的な役割分担意識にとらわれず、男女が様々な活動ができ
るように社会の制度や慣行の在り方を考える必要があります。
③政策等の立案及び決定への共同参画（第５条）
男女が、社会の対等なパートナーとして、いろいろな方針の決
定に参画できる機会を確保する必要があります。
④家庭生活における活動と他の活動との両立（第６条）
男女が対等な家族の構成員として、互いに協力し、社会の支援
も受け、家族としての役割を果たしながら、仕事をしたり、学習
したり、地域活動ができるようにする必要があります。
⑤国際的協調（第７条）
男女共同参画社会づくりのために、国際社会と共に歩むことも
大切です。他の国々や国際機関とも相互に協力して取り組む必要
があります。

【国、地方公共団体及び国民の責務】
・国は、施策を総合的に策定し、実施（第８条）
・地方公共団体は、地域の特性をいかした施策を展開（第９条）
・国民は男女共同参画社会づくりに協力（第１０条）
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第21回参議院選挙は、７月29日に投票が行われ、30日朝に改選121議席のすべてが確定した。
自民党は改選の64議席を37議席と大きく減らし、過去最低だった1989年の36議席に次ぐ大敗を喫した。非改選
と合わせても83議席と自民党結党以降、最低となった。これに対し、民主党は結党以来最高の60議席を獲得氏、
参院第１党となった。
公明党は選挙区で２勝３敗、比例も７議席と伸び悩み、過去最低だった98年と同じ９議席となった。共産党
は比例のみ３議席、社民党も同２議席でと、２大政党時代の訪れを印象付けるものとなった。国民新党は選挙
区、比例で各１議席。比例候補のみ擁立した新党日本は１議席を獲得した。

第21回参議院議員選挙結果分析（１）
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参議院選挙において、各派閥が勢力を縮小・維持する中で、衆議院・参議院ともに町村派が最大派閥となっ
た。
参議院で最大派閥だった津島派は、新人も含めて当選は４人だけであった。一方、町村派は14人の当選者を
出し、最大勢力へと躍進した。第３派閥である古賀派は３人の当選者を出したが、山崎派はゼロ人、伊吹派は
２人の当選となった。また、高村派や谷垣派、麻生派は現有勢力を維持した。

第21回参議院議員選挙結果分析（２）

合計 衆議院

合計 改選 非改選

町村派 87 60 27 14 13

津島派 64 46 18 4 14

古賀派 45 37 8 3 5

山崎派 35 32 3 0 3

伊吹派 25 18 7 2 5

高村派 16 14 2 2 0

谷垣派 15 12 3 1 2

二階派 15 13 2 0 2

麻生派 16 13 3 2 1

無派閥 65 61 4 3 1

未定・不明 15 - 8 8 -

参議院
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今回の参議院選挙当選者の平均年齢は51.3歳と、前回選挙（2003年）の53.7歳から2.4歳若返った。なお、
最年少の当選者は30歳、最高齢の当選者は73歳であった。また、当選者を世代別にみると、前回選挙では50代
が最多の41人だったが、今回は40代が44人と最も多かった。
また、当選者の出身母体を見ると、地方政界出身者が最多の35人を占めた。これは、前回選挙の28人当選か
ら拡大している。一方で、中央省庁の官僚出身者は24人から14人へと当選者を減らしている。政党の候補者擁
立の段階で地方政界における経験を活かす人材を発掘する手法が充実してきたことに加えて、地方分権の進捗
に伴い、地方の声を中央政界に直接届けてほしいという有権者の期待が反映されているものと考えられる。

第21回参議院議員選挙結果分析（３）
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人口減少社会の到来

現在の出生率・死亡率を前提に機械的に試算すると、2100年に我が国の人口は4,080万人に減少す
ることとなる。
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2006年以降は推計

国立社会保障・人口問題研究所資料（2003年）



42(C) Kuniko INOGUCHI Ph.D.

予算措置の強化による政策の実現
○平成19年度の少子化社会対策関係の予算総額は1兆7,064億円。
前年度予算の1兆5,190億円と比較して、1,874億円（12.3％）の増。

「新しい少子化対策」の決定プロセス

国
民
の
要
望
、
国
内
・
国
際
情
勢
の
変
化
、
時
代
の
移
り
変
わ
り

担当大臣による総合的対策の策定
○「少子化担当大臣と地方自治体トップとの
ブロック会合」の開催

① 2005年12月18日九州（熊本県熊本市）
② 2006年1月7日 東海・北陸（石川県金沢市）
③ 2006年2月4日 四国（徳島県鳴門市）
④ 2006年2月12日 南関東（神奈川県横浜市）
⑤ 2006年2月19日 北関東（茨城県水戸市）
⑥ 2006年3月25日 近畿（福井県福井市）
⑦ 2006年4月1日 中国（広島県広島市）
⑧ 2006年4月9日 東北（山形県山形市）
⑨ 2006年4月16日 北海道（北海道札幌市）
⑩ 2006年4月22日 東京（東京都港区）

首相官邸に設置する内閣総理大臣主宰会議における政府決定ないし閣議決定
○少子化社会対策会議（議長：内閣総理大臣）

国会における基本法の策定
○少子化社会対策基本法（2003年9月1日施行、法律第133号）

基本計画の決定
○「新しい少子化対策について」（2006年6月20日）

北海道
2006年4月16日

東北
2006年4月9日

北関東
2006年2月19日

東京
2006年4月22日南関東

2006年2月12日

東海・北陸
2006年1月7日

近畿
2006年3月25日

中国
2006年4月1日

四国
2006年2月4日

九州
2005年12月18日
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世界各国・地域の合計特殊出生率

世界の合計特殊出生率（2000年～2005年の平均）を地域区分別に見ると、アフリカが4.97、ラテンアメリカ（2.55）、
アジア（2.47）、オセアニア（2.32）となっている。ヨーロッパは1.40と低く、北部アメリカは1.99である。
なお、これを国・地域別にみると、最も高いのがニジェール（7.91）であり、以下、東チモール（7.79）、アフガニ
スタン（7.48）、ギニア=ビサウ（7.10）、ウガンダ（7.10）が続いている。その一方で、最も低いのはマカオ
（0.84）であり、以下、香港（0.94）、ウクライナ（1.12）、チェコ（1.17）、スロバキア（1.20）、スロベニア
（1.22）が続いている。
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アジアの主な国の少子化対策

少子高齢社会への対応は国家戦略と位置づけている。90日間の出産休業、12ヶ月間の育児休業が
取得可能。経済的支援として、税制における家族扶養控除に加えて教育費控除（幼稚園や保育園な

どの費用の所得控除制度）がある。

韓国韓国

1979年以降実施してきた「ひとりっ子政策」の結果、合計特殊出生率が1.7程度に達し、この出
生率を維持する方向に政策が転換しており、2002年から地方政府の許可によっては第2子の出産が
可能となっている。

中国中国

国営「お見合い（出会いの場提供）センター」が設置されている。本年3月、深夜労働などで結
婚相手が見つけられない若者を対象に、同様な仕事をする相手を紹介するなど従来にない結婚紹介

サービスを手がける民間の新事業について金融面の支援を行うことを決定した。

経済的支援として、第1子・第2子出産時には3,000シンガポールドル（約22万円）、第3子以降出
産時には6,000シンガポールドル（約44万円）の「ベビーボーナス」が支給されるほか、税制面で
も税額控除などの優遇措置がある。

シンガポールシンガポール
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出生率と女性の労働力率の関係の推移

欧米は女性労働力率の上昇に伴って出生率も上がっているのに対し、日本は出生率が低下し、女性
労働力率の上昇幅も小さい。
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Ⅰ 新生児・乳幼児期（妊娠・出産から乳幼児期まで）
① 出産育児一時金の改善による事実上の出産無料化
② 妊娠中の健診費用軽減
③ 不妊治療の公的助成の拡大
④ 妊娠初期の休暇などの徹底・充実
⑤ 産科医等の確保等産科医療システムの充実
⑥ 児童手当制度における乳幼児加算の創設
⑦ 子育て初期家庭に対する家庭訪問を組み入れた子育て支援ネットワー
クの構築

Ⅱ 未就学期（小学校入学前まで）
① 全家庭を対象とする地域における子育て支援拠点の拡充
② 待機児童ゼロ作戦の更なる推進
③ 病児・病後時保育、障害児保育等の拡充
④ 小児医療システムの充実
⑤ 行動計画の公表等次世代育成支援対策推進法の改正の検討
⑥ 育児休業や短時間勤務の充実・普及
⑦ 事業所内託児施設を含め従業員への育児サービスの提供の促進
⑧ 子どもの事故防止策の推進
⑨ 就学前教育についての保護者負担の軽減策の充実

Ⅲ 小学生期
① 全小学校区における「放課後子どもプラン」（仮称）の推進
② スクールバスの導入等、学校や登下校時の安全対策

Ⅳ 中学生・高校生・大学生期
① 奨学金の充実等
② 学生ベビーシッター等の推奨

① 若者の就労支援
② パートタイム労働者の均衡処遇の推進
③ 女性の継続就労・再就職支援
④ 企業の子育て支援の取組の推進
⑤ 長時間労働の是正等の働き方の見直し
⑥ 働き方の見直しを含む官民一体子育て支援推進運動

（１）子育て支援策

（２）働き方の改革

① 子育てを支援する税制等を検討
② 里親・養子縁組制度の促進と広報・啓発
③ 地域の退職者、高齢者等の人材活用による世代間交流の
推進

④ 児童虐待防止対策及び要保護児童対策の強化
⑤ 母子家庭等の総合的な自立支援対策の推進
⑥ 食育の推進
⑦ 家族用住宅、三世代同居・近居の支援
⑧ 結婚相談等に関する認証制度の創設

（３）その他の重要な施策

（１） 家族・地域の絆を再生する国民運動
① 「家族の日」や「家族の週間」の制定
② 家族・地域の絆に関する国、地方公共団体による行事の開催
③ 働き方の見直しについての労使の意識改革を促す国民運動

（２） 社会全体で子どもや生命を大切にする運動
① マタニティマークの広報・普及
② 有害な情報の流通への注意と子どもに有用な情報提供
③ 生命や家族の大切さについての理解の促進

新しい少子化対策について（2006年6月20日）

国民運動の推進
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「新しい少子化対策」の実施状況

2006年6月20日に猪口邦子少子化担当大臣が取りまとめ、小泉内閣総理大臣を議長とする「少子化社会対
策会議」において政府決定された『新しい少子化対策』に盛り込まれた主な政策について、平成19年度から
の実施状況は次のようになっている。

児童手当の乳幼児期加算の実施（厚生労働省）
2007年4月より、0歳以上3歳未満の児童に対する児童手当の月額を一人当たり一律10,000円とする。

母子保健医療の充実（厚生労働省）
小児科・参加医療体制の確保、不妊治療の支援などを充実。

生後４か月までの全戸訪問（こんにちは赤ちゃん事業）の実施（厚生労働省）
生後４か月までの乳児がいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環境等の把握を行う。

地域における子育て支援拠点の拡充（厚生労働省）
地域における子育て支援の拠点となる「つどいの広場」と「地域子育て支援センター」を再編し、児童館の活用も行いなが
ら、拠点数を2006年度の4133か所から2007年度には6138か所に拡充。

企業の子育て支援税制の創設（内閣府、経済産業省）
企業が設置する事業所内託児施設に対して、一定の要件に該当する場合に割増償却制度を創設。

事業所内託児施設設置の推進（厚生労働省）
事業所内託児施設の設置・運営を行う中小企業事業主に対する助成措置を拡充。

全小学校区における「放課後子どもプラン」の推進（文部科学省、厚生労働省）
放課後子ども教室（文部科学省）、放課後児童クラブ（厚生労働省）を一体的あるいは連携して実施する「放課後子どもプ
ラン」を創設し、原則としてすべての小学校区で放課後の子どもの安全で健やかな活動場所を確保。

スクールバスの導入等、学校や登下校時の安全対策（文部科学省）
路線バス等をスクールバスとして活用する通学路の安全対策の導入に向けた取組に対する支援を実施。

奨学金事業の充実（文部科学省）
無利子及び有利子奨学金の貸与人員を増員。

育児休業の取得促進のための育児休業給付の拡充（厚生労働省）
育児休業の取得の促進を図るため、育児休業給付の給付率を休業前賃金の50％に引き上げ（現行40％）。
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小児科・産科医療体制の確保、不妊治療の支援など母子保健医療の充実【厚生労働省】２６１億円（２４２億円）

小児科・産科をはじめ急性期の医療をチームで担う拠点病院づくり

小児救急電話相談事業の充実強化等、小児救急医療体制の更なる整備

特定不妊治療費助成事業の助成額を増額するとともに、所得制限を緩和する。

生後４か月までの全戸訪問（こんにちは赤ちゃん事業）の実施【厚生労働省】次世代育成支援対策交付金（３６５億円）の内数

生後４か月までの乳児がいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環境等の把握を行う事業

妊娠中の健診費用の負担軽減【厚生労働省】地方財政措置

妊娠中の健診費用の自己負担について、地方交付税による対応により、市町村が行う軽減措置を拡大

児童手当の乳幼児加算の創設【厚生労働省】２５６０億円（２２７１億円）［児童手当国庫負担金］

平成１９年４月から、０歳以上３歳未満の児童に対する児童手当の月額を一律10,000円とする
（参考）給付総額 １０，２６７億円（うち乳幼児加算分 １，３７４億円）

平成19年度少子化関係予算のポイント① （）内は18年度
子育て支援策

地域における子育て支援拠点の拡充【厚生労働省】８４億円

地域における子育て支援の拠点となる、つどいの広場事業と地域子育て支援センター事業を再編し、児童館の活用も図りなが
ら、子育て支援拠点の拡充を図る。（「子ども・子育て応援プラン」の平成２１年度目標値６，０００か所の前倒し実施）
※４１３３か所（１８年度）→６１３８か所（１９年度）

病児・病後児保育の拡充【厚生労働省】

病児・病後児の保育のニーズの高まりに対応するため、個々の保育所における取組を推進する。

事業所内託児施設設置の推進【厚生労働省】２３億円（９億円）

事業所内託児施設の設置・運営を行う中小企業事業主に対する助成措置の拡充を図る。

子どもの事故防止対策の推進【経済産業省】１．５億円（新規）

子どもの事故の未然防止に向けて、病院や保護者等から事故情報の収集を行い、有識者による分析等を実施（安全知識循環型
社会構築事業）。また、子どもの安全の向上や健やかな成長につながる製品や活動を表彰（キッズデザイン賞の創設）。

就学前教育費負担の軽減【文部科学省】１８５億円（１８１億円）

幼稚園に通う園児の保護者に対する経済的負担の軽減等を目的とした「幼稚園就園奨励費補助」の拡充

Ⅰ 妊娠・出産・乳幼児期

Ⅱ 未就学期
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全小学校区における「放課後子どもプラン」の推進 放課後子ども教室【文部科学省】５０億円（新規）
放課後児童クラブ【厚生労働省】１５８億円（１２０億円）

各市町村において、放課後子ども教室と放課後児童クラブを一体的あるいは連携して実施する「放課後子どもプラン」を１９
年度に創設し、原則としてすべての小学校区で放課後の子どもの安全で健やかな活動場所を確保
※放課後こども教室は、新規事業として、平成１９年度は全国１００００ヶ所の小学校区において実施
※放課後児童クラブの「子ども・子育て応援プラン」の２１年度目標値１７５００か所を大幅に前倒しするとともに、必要な
すべての小学校区において実施（放課後児童クラブ１４１００か所（１８年度）→２００００か所（１９年度））

スクールバスの導入等、学校や登下校時の安全対策【文部科学省】

路線バス等をスクールバスとして活用した通学路の安全対策の導入に向けた取組に対する支援等
（参考）「子ども安心プロジェクト」２０億円（１９億円）うち、「通学路の安全確保のためのスクールバス活用推進事業」
が１．１億円

平成19年度少子化関係予算のポイント② （）内は18年度

奨学金事業の充実【文部科学省】１２２４億円（１１３４億円）

無利子及び有利子奨学金の貸与人員の増員等により、１１４．３万人（前年度比５．２万人増）の学生等に奨学金の貸与
（参考）事業費総額８５０３億円（７９９９億円）

Ⅲ 小学生期

Ⅳ 中学生、高校生、大学生期
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平成19年度少子化関係予算のポイント③ （）内は18年度
働き方の改革

育児休業の取得促進のための育児休業給付の拡充【厚生労働省】１２１２億円（１００１億円）

育児休業の取得の促進を図るため、育児休業給付の給付率を休業前賃金の４０％（うち、職場復帰後１０％）から５０％（同
２０％）に暫定的に引き上げる。

育児休業、子育て期の短時間勤務等の両立支援制度を利用しやすい職場風土づくりの推進【厚生労働省】１１２億円（４８億円）

育児休業取得者等に対して企業独自の給付を行った事業主に対する助成制度の創設

長時間労働の抑制等仕事と生活の調和を図るための労働時間法制の見直し【厚生労働省】２．５億円（新規）

パートタイム労働者の均衡処遇の推進等【厚生労働省】８．６億円（６．４億円）

パートタイム労働者の均衡ある処遇や能力開発の推進

短時間正社員制度の導入促進

マザーズハローワークの機能強化とマザーズハローワークサービスの全国展開【厚生労働省】２０億円（９億円）

フリーター２５万人常用雇用化プランの推進や、ニート等の若者の自立支援【厚生労働省】

年長フリーターを正社員として雇用する企業に対する支援措置等の実施

働き方の見直しを含む官民一体子育て支援推進運動【内閣府】０．５億円（０．５億円）

その他の重要な施策

企業の子育て支援税制の創設【内閣府、経済産業省】

企業が設置する事業所内託児施設に対して、一定の要件に該当する場合に、割増償却制度を創設

地域優良賃貸住宅制度において、小学校就学児童のいる世帯も含め、家賃低廉化のための助成を推進

子供の成長等に応じ間取り変更等が可能な耐久性・可変性に優れた住宅の取得を支援するため、住宅金融支援機構の行う証券
化支援事業の枠組みを活用し金利優遇する優良住宅取得支援制度を拡充

社会全体の意識改革のための国民運動の推進

少子化社会対策の総合的な推進【内閣府】２．４億円（１．４億円）

少子化対策の推進に必要な政策研究、調査研究等の実施

家族・地域の絆を再生する国民運動の展開等
※官民一体子育て支援推進運動を含む
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「新しい少子化対策」の実施状況のポイント
2006年6月20日に猪口邦子少子化担当大臣が取りまとめた『新しい少子化対策』に盛り込まれた主な政策について、
実施状況は次のようになっている。
なお、平成19年度の少子化社会対策関係の予算総額は1兆7,064億円であり、前年度予算の1兆5,190億円と比較し
て、1,874億円（12.3％）の増となっている。

出産時の経済的負担を軽減するため、出産の際に必要な入院費用などについて、本人が現金を準備する必要をなくした。

出産育児一時金の改善による事実上の出産無料化（2006年10月1日～）

0歳以上3歳未満の子どもに対する一人毎月１万円の給付。予算編成において新規の財源が必要となるため実現は困難とみられてい
たが、若い子育て世帯の経済的負担を軽減することの重要性を猪口議員が主張し、平成19年度からの実施にこぎつけた。

児童手当の乳幼児加算の実施（2007年4月1日～）、給付総額のうち乳幼児加算分は1,374億円

小児科・産科医療体制の確保。不妊治療について、治療費助成事業の助成額を年10万円から年20万円に必要に応じて倍増。

母子保健医療の充実（2007年度～）、261億円

生後４か月までの乳児がいるすべての家庭を訪問し、子育てに関する情報の提供や養育環境の把握などを行う。

「こんにちは赤ちゃん事業」の実施（2007年度～）、365億円の内数

事業所内託児施設（乳幼児定員10人以上）の設置・運営を行う中小企業に対する助成措置を拡充。また、企業が設置する事業所内
託児施設に対して、一定の要件に該当する場合に割増償却制度を創設。

企業内の託児所設置の支援（2007年度～）、助成措置23億円

子どもの安全で充実した放課後を確保するため、親が働いている、いないにかかわらず子どもを預かり、保育やスポーツ、補習な
どを行う「放課後子どもプラン」を全国6,000か所程度（2007年度予定）において実施。

「放課後子どもプラン」の創設（2007年度～）、226億円

育児休業の取得の促進を図るため、育児休業給付の給付率を休業前賃金の40％から50％に引き上げ。
育児休業の取得促進（2007年度～）、1,212億円
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「新しい少子化対策」の実施状況のポイント
2006年6月20日に猪口邦子少子化担当大臣が取りまとめた『新しい少子化対策』に盛り込まれた主な政策について、実施状
況は次のようになっている。
なお、平成19年度の少子化社会対策関係の予算総額は1兆7,064億円であり、前年度予算の1兆5,190億円と比較して、1,874
億円（12.3％）の増となっている。
また、社会保険措置費等の義務的経費を除いた政策判断によって支出される裁量的経費が前年の2,790億円から2,915億円
へと125億円（4.5％）増加していることが特徴である。

出産時の経済的負担を軽減するため、出産の際に必要な入院費用などについて、本人が現金を準備する必要をなくした。

出産育児一時金の改善による事実上の出産無料化（2006年10月1日～）

0歳以上3歳未満の子どもに対する一人毎月１万円の給付。予算編成において新規の財源が必要となるため実現は困難とみられてい
たが、若い子育て世帯の経済的負担を軽減することの重要性を猪口議員が主張し、平成19年度からの実施にこぎつけた。

児童手当の乳幼児加算の実施（2007年4月1日～）、給付総額のうち乳幼児加算分は1,374億円

小児科・産科医療体制の確保。不妊治療について、治療費助成事業の助成額を年10万円から年20万円に必要に応じて倍増。

母子保健医療の充実（2007年度～）、261億円

生後４か月までの乳児がいるすべての家庭を訪問し、子育てに関する情報の提供や養育環境の把握などを行う。

「こんにちは赤ちゃん事業」の実施（2007年度～）、365億円の内数

事業所内託児施設（乳幼児定員10人以上）の設置・運営を行う中小企業に対する助成措置を拡充。また、企業が設置する事業所内
託児施設に対して、一定の要件に該当する場合に割増償却制度を創設。

企業内の託児所設置の支援（2007年度～）、助成措置23億円

子どもの安全で充実した放課後を確保するため、親が働いている、いないにかかわらず子どもを預かり、保育やスポーツ、補習な
どを行う「放課後子どもプラン」を全国6,000か所程度（2007年度予定）において実施。

「放課後子どもプラン」の創設（2007年度～）、226億円

育児休業の取得の促進を図るため、育児休業給付の給付率を休業前賃金の40％から50％に引き上げ。
育児休業の取得促進（2007年度～）、1,212億円
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平成19年度から実施される主な少子化対策①

出産時の経済的負担を軽減するため、出産の際に必要な入院費用などについて、本人が現金を準

備する必要をなくした。

出産育児一時金の改善による事実上の出産無料化（2006年10月1日～）出産育児一時金の改善による事実上の出産無料化（2006年10月1日～）

0歳以上3歳未満の子どもに対する児童手当の月額を5,000円から1万円に倍増。予算編成において
新規の財源が必要となるため実現は困難とみられていたが、若い子育て世帯の経済的負担を軽減す

ることの重要性を猪口議員が主張し、平成19年度からの実施にこぎつけた。

児童手当の乳幼児加算の実施（2007年4月1日～）、給付総額のうち乳幼児加算分は1,374億円児童手当の乳幼児加算の実施（2007年4月1日～）、給付総額のうち乳幼児加算分は1,374億円

小児科・産科医療体制の確保。不妊治療について、治療費助成事業の助成額を年10万円から年
20万円に必要に応じて倍増。

母子保健医療の充実（2007年度～）、261億円母子保健医療の充実（2007年度～）、261億円

平成19年度の少子化社会対策関係の予算総額は1兆7,064億円。
前年度予算の1兆5,190億円と比較して、1,874億円（12.3％）の増となっている。

予算総額の増加予算総額の増加
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平成19年度から実施される主な少子化対策②

生後４か月までの乳児がいるすべての家庭を訪問し、子育てに関する情報の提供や養育環境の把

握などを行う。

「こんにちは赤ちゃん事業」の実施（2007年度～）、365億円の内数「こんにちは赤ちゃん事業」の実施（2007年度～）、365億円の内数

事業所内託児施設の設置・運営を行う中小企業に対する助成措置を拡充。また、企業が設置する

事業所内託児施設に対して、一定の要件に該当する場合に割増償却制度を創設。

企業内の託児所設置の支援（2007年度～）、助成措置23億円企業内の託児所設置の支援（2007年度～）、助成措置23億円

放課後の子どもの安全で健やかな活動場所を確保するため、従来の放課後子ども教室と放課後児

童クラブの連携により、すべての小学校区（約20,000）において実施。
地域住民の参加・協力を得て、放課後の空き教室の活用により、学習アドバイザーの指導で予習

や復習などの学習活動を行ったり、スポーツ・文化等の体験活動を行ったりするなどの多様な活動

が期待される。

「放課後子どもプラン」の創設（2007年度～）、226億円「放課後子どもプラン」の創設（2007年度～）、226億円

育児休業の取得の促進を図るため、育児休業給付の給付率を休業前賃金の40％から50％に引き
上げ。

育児休業の取得促進（2007年度～）、1,212億円育児休業の取得促進（2007年度～）、1,212億円
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企業の育児支援の取組

（１）ワーク・ライフ・バランスの推進
単に子育てしている社員だけを対象にしているのではなく、全ての社員が、労働時間の
見直し等によって仕事と生活との調和を図る（個人の生活を充実させる）ことが、生産性
の向上や企業の業績向上につながっていくという考え方に基づいた取組み。

資生堂
トリンプ・インターナショナ
ル・ジャパン など

（２）育児休業等の休暇を取りやすくする取組
育児休業によって昇格が遅れたりすることがないような人事制度を導入することで、育
児休業を取りやすくする、育児等に従事している社員を対象に在宅勤務を認める、子ども
の看護休暇を取得できるようにするといった取組み。

リコー
ＮＴＴコミュニケーションズ
ソニー
ジョンソン・エンド・ジョンソ
ン
カミテ など

（３）年次休暇の利用促進の取組
休暇をとりやすくして、従業員の育児や介護などを支援することを狙いとして、労働基
準法では２年間で消滅する「年次有給休暇」を独自に100日まで積み立てることができる
制度を導入している例がある。

大和ハウス工業 など

（４）出産一時金などの祝い金の支給
第１子または第２子の誕生に対して50万円を支給、第３子以降では200万円という高額
の一時金の支給や、入園、入学時の節目において50～70万円を支給する例などがある。

コンビ
三洋電機
大和ハウス工業 など

（５）再雇用、パート労働者の処遇改善等
50歳までの女性を対象に、将来の正社員採用を前提にした契約社員制度を導入しており、
主婦経験者の活用を進めている例がある。また、育児休業中の社員の仕事を、退職した元
社員が職場復帰してカバーする「ＯＢ・ＯＧ登録制度」として、経験者を活用することで
専門的な仕事にも効率よく対応できる取組みを進めている例もある。

積水ハウス
損害保険ジャパン
イオン など

（６）事業所内託児所の設置
年度途中に入所可能であったり、インターネットカメラが設置されているなど、子ども
を安心して預けられる環境を整えた託児所を設置している例がある。

資生堂
日産自動車
新生銀行
文部科学省 など

内閣府「平成17年版少子化社会白書」より
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ワーク・ライフ・バランス推進の効果

優秀な人材・女性人材の定着
人材の定着がもたらすものとしてノウハウが蓄積されることに加えて、人材の定着が進むことにより、企業は教育投資に積
極的となるので人材の質の向上が進む、という好循環が期待できる。

人材育成のコスト低減と高密度化
（事例）採用を減らせることで新人育成のコストが低減、OJTが高密度化（イノス）
ワーク・ライフ・バランス施策の効果として最も大きいのは、従業員の平均勤続年数が延び、離職者が減少したために、採
用しなければならない学生の数を減らすことができ、新人を育成するコストを抑えることができたことである。従来は全従業
員数の1割程度を新人として採用していたが、その数を減らすことができた。
また、採用する人数が減ったため、一人ひとりの新人に先輩従業員が接する時間も長くなり、先輩から後輩へのOJTの密度が
高くなったため、新人従業員の能力の伸びも速くなっているように感じられる。

従業員満足度の向上
士気・モティベーション・モラルの向上、「働きやすい」「安心して働ける」「余裕をもって働ける」との声、会社に対す
る忠誠心の向上といった、従業員満足度の向上
（事例）日産自動車
従業員満足度の向上に類する効果として、女性従業員の間でのマイノリティ感の解消やネットワークの形成。

業務の改善
（事例）ワーク・ライフ・バランス施策導入後に不良品率が劇的に低下（カミテ）
一連のワーク・ライフ・バランス施策導入以前の不良品率は製品10万個あたり1,000個程度であったが、現在では同30個を下
回っている。
不良品の防止には、従業員のやる気、従業員同士のコミュニケーションの良さが非常に重要であり、ワーク・ライフ・バラ
ンス施策が職場の雰囲気を改善し従業員の士気を高めたことが効果を上げたものと考えられる。

採用応募者の量・質の向上
（事例）会社説明会に集まる学生の量・質が向上（ふくや）
会社説明会への学生の参加状況が変わってきた。かつては1回あたり40～50人しか集まらないこともあったが、近年は150～
200人集まるようになっている。また学生からの質問内容も変わってきており、なぜISOを取得しているのかといった理念に関
する質問も出てきている。女性だけではなく、男性応募者の質も向上していると感じられる。

企業イメージ・評価の向上
（事例）アナリスト・機関投資家が企業として戦略性があると評価（WOWOW）
アナリストや機関投資家は、ワーク・ライフ・バランス施策について、企業の潜在性を維持する取組であり、企業として戦
略性があると評価してくれている。

内閣府「少子化社会対策に関する先進的取組事例研究」より
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育児休業制度の各国比較

日本
子が1歳になるまでの休業（必要と認められる場合は1歳半まで）
雇用者、有期雇用者（パート、派遣社員など）

育児休業給付は休業前賃金の50％

スウェーデン
両親合わせて480労働日の休業
配偶者に譲ることのできない「パパクォータ」、「ママクォータ」各60日
育児休業給付は休業前賃金の80％（360日間）

フランス
①1～3年休職する、②パートタイム労働に移行する、③職業教育を受ける

のいずれかもしくは組み合わせ

育児休業給付は月額およそ7万円（第1子の場合は6か月間、第2子以降は3歳になるまで）

ドイツ
最長3年の休暇。分割取得も可能。
月額およそ4万円（生後24か月まで）
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内閣府「平成17年版少子化社会白書」より作成
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「放課後子どもプラン」について

新規施策の「放課後子ども教室」（文部科学省）と、従来の「放課後児童クラブ」（厚生労働省）の連携により、放課後の子ども
の活動場所を確保することを目的としている。

文部科学省と厚生労働省の連携により実施

2006年6月20日に猪口邦子少子化担当大臣が取りまとめた『新しい少子化対策』に盛り込まれている「放
課後子どもプラン」は、平成19年度から実施される。
なお、予算総額は226億円（放課後子供教室68億円、放課後児童クラブ158億円）となっている。

「放課後児童クラブ」はおよそ5,900か所に設置されている。これに「放課後子ども教室」を加えて、全国20,000のすべての小学
校区において実施することを原則としている。

すべての小学校区に設置

すべての市町村に「運営委員会」が設置され、行政と学校、放課後児童クラブ等の関係者が運営方法の検討などを行う。
また、すべての小学校区に配置される「コーディネーター」は、プランの円滑な実施に必要不可欠な地域住民の参加・協力の促進
や、具体的なプログラムの策定、学校との連絡調整などを行う。

運営委員会とコーディネーターの配置

学校の空き教室や体育館、グラウンドを活用して子どもの安全で健やかな居場所が確保されることにより、授業
が終わった後、子どもが一人で家にいることに対する不安が軽減される。
予習や復習などの学習活動、スポーツや文化などの体験活動、異なる年齢の子どもとの交流など、子どもが多様
な経験をすることが可能となる。
退職者や高齢者、大学生など、地域住民の参加・協力を得ることにより、子どもと地域の大人との交流が活発化
する。

※市町村によって多少の差異がある。

子どもの居場所の確保による子育て世帯の負担軽減、勉強やスポーツ・文化活動の充実、地域住民との交流の活発化
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少子化対策の実効ある推進のためには、都道府県及び市町村の役割は極めて大きい。

その意見や要望を政府の少子化対策に反映させることを目的として、少子化担当大臣が全国10の地

方ブロックを直接訪れ、知事など地方自治体トップと少子化対策についての都道府県独自の取組や国

への提言などについて活発な議論を行った。

少子化担当大臣と地方自治体トップとのブロック会合（2005年12月～2006年4月）

各ブロックの開催日時及び地域

①平成１７年１２月１８日（日）九州（熊本県熊本市）

②平成１８年１月７日（土） 東海・北陸（石川県金沢市）

③平成１８年２月４日（土） 四国（徳島県鳴門市）

④平成１８年２月１２日（日） 南関東（神奈川県横浜市）

⑤平成１８年２月１９日（日） 北関東（茨城県水戸市）

⑥平成１８年３月２５日（土） 近畿（福井県福井市）

⑦平成１８年４月１日（土） 中国（広島県広島市）

⑧平成１８年４月９日（日） 東北（山形県山形市）

⑨平成１８年４月１６日（日） 北海道（北海道札幌市）

⑩平成１８年４月２２日（土） 東京（東京都港区）
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北海道
2006年4月16日

東北
2006年4月9日

北関東
2006年2月19日

東京
2006年4月22日南関東

2006年2月12日

東海・北陸
2006年1月7日

近畿
2006年3月25日

中国
2006年4月1日

四国
2006年2月4日

九州
2005年12月18日

少子化担当大臣と地方自治体トップとのブロック会合
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各議会における女性議員の割合

衆議院では、2005年の総選挙で女性が過去最多の9.0％を占めることとなった。また、参議院では
女性が12.4％となっている一方、都道府県議会では7.2％、町村議会は6.4％にとどまっている。
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内閣府資料（2006年）
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地方議会における女性議員割合の推移

女性議員の割合が最も高い特別区議会で21.5％、政令指定都市の市議会は16.3％、市議会全体は
11.5％、都道府県議会は6.9％、町村議会は5.8％となっており、都市部で高く郡部で低い傾向にある。
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内閣府資料（2005年）
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大学等における女性の割合
教員及び校長・学長について男女比率をみると、短期大学を除いて、段階が上がるにつれて女性の
割合は低くなっている。
また、大学院の学生数や大学等において研究に従事する女性の専門分野をみると、理学・工学・農
学分野に携わる人が少ない。

教員、校長・学長の男女比率 研究分野別にみた修士課程の学生数、大学の研究者数
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研究者に占める女性の割合の国際比較

我が国の女性研究者の割合は、アメリカの32.5％、フランスの27.5％、イギリスの26.0％、ドイツ
の15.5％等と比較して少ない。
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初の少子化・男女共同参画担当大臣としての主な活動

2005年10月31日 第3次小泉改造内閣において、専任としては初の内閣府特命担当大臣（少子化・男女共同参画）に。

2005年12月～2006年4月 少子化担当大臣と地方自治体トップとのブロック会合

⇒全国10地方ブロックに直接訪れ、都道府県知事等と少子化対策について意見交換

2005年12月27日 「第２次男女共同参画基本計画」の閣議決定

⇒社会のあらゆる分野において、2020年までに、指導的地位に占める女性の割合が、少なくとも30％程度になるよ

う期待」という目標を盛り込む。

2006年1月～5月 大臣による男女共同参画研修会

⇒全国10地方ブロックにおいて教育関係者や地方公共団体の担当者等を対象に講演。男女共同参画の理念や「社会

的性別」（ジェンダー）の視点の定義に関する理解を深める。

2006年6月20日 少子化社会対策会議「新しい少子化対策について」のとりまとめ

⇒全ての子育て家庭を社会全体で支援するという観点から、出産時の負担軽減や児童手当の乳幼児加算の創設、地

域の子育て拠点の拡充、放課後子どもプランの推進等、従来にない新しい施策を盛り込む。

2006年6月30日、7月1日 東アジア男女共同参画担当大臣会合を議長として運営

⇒16カ国・2国際機関が参加し、アジアにおけるジェンダーの平等・平和・開発の進歩に向けて意見交換。本会合

を年次開催するプロセスを立ち上げる決定を含む「東京閣僚共同コミュニケ」を全会一致で採択。

2006年9月1日 平成19年度少子化社会対策関係予算概算要求のとりまとめ

⇒国が少子化対策に全力で取り組むことを示す予算要求。総額1兆6745億円（前年度比10.4％増）。
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司法分野における女性割合の推移

裁判官、検察官、弁護士に占める女性割合は、着実に増加している。
司法試験合格者に占める女性割合は若干減少しているが、法曹養成の専門職大学院である法科大学院における女
子学生の比率は約３割を占めていることから、今後の司法分野での女性割合の増加が期待される。
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国の審議会等における女性割合の推移

猪口邦子男女共同参画担当大臣の下で策定された男女共同参画推進本部の「国の審議会等における女性委員の登
用の促進について」という指針の中では、審議会等の委員については、2020年までに男女いずれか一方の委員の数
が委員総数の10分の4未満とならない状態を達成するよう努めることが定められている。
審議会等の委員における女性割合は着実に増加して2006年現在では31.3％となっているが、専門委員等における
女性の割合はまだ低い。
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女性が仕事を持つことについての意識

男性、女性ともに、「女性は子どもができてもずっと仕事を続けるほうがよい」と考える人の割合が年々増加し
ている。一方、「女性は仕事を持たないほうがよい」「女性は子どもができたら仕事を辞め、子どもが大きくなっ
たら再び仕事を持つほうがよい」と考える人の割合は減少している。
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平成19年度男女共同参画関係予算のポイント
2005年12月27日に猪口邦子男女共同参画担当大臣が策定した『第二次男女共同参画基本計画』に基づき、平成19
年度の男女共同参画関係予算は次のように取りまとめられている。
なお、平成19年度の男女共同参画関係の予算総額は4兆6,971億円であり、前年度予算の4兆4,612億円と比較して、
2,359億円（5.3％）の増となっている。

再チャレンジを目指す女性のための相談窓口の設置などの情報支援（0.9億円）

女性の再チャレンジ支援の推進女性の再チャレンジ支援の推進

再チャレンジのための学習支援（5.3億円）

マザーズハローワークの機能強化、全国展開（19.7億円）

再チャレンジ女性の企業における活躍の場の拡大（4.9億円）

出産・育児等でいったん

退職した女性の再就職や

起業などの支援

仕事と生活の調和の推進仕事と生活の調和の推進

男女の仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）推進事業（0.3億円）

テレワーク共同利用型システムの実証実験（3億円）

長時間労働の抑制等の労働時間法制の見直し（2.2億円）

事業所内託児施設の設置と育児休業・短時間勤務等の両立支援制度の推進（111.9億円）

働き方の見直しや仕事と

家庭の両立支援の推進

妊娠・出産等に関する健康支援の推進妊娠・出産等に関する健康支援の推進

小児科・産科をチームで担う拠点病院の整備（5.8億円）

安心して安全に子どもを

産めるよう支援
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2007年4月に行われた統一地方選挙における44道府県議会の選挙では、367人（全体の9.7％）の女性が立候補し、197人（全体
の7.5％）が当選した。今回誕生した女性議員は、割合・人数ともに過去最高を記録した。なお、女性議員の割合は長野県が
19.0％（11人）で最も高く、福井県のみ０％（０人）であった。
今回選挙の行われなかった都県を含めると、女性都道府県議会議員は223人（全体の8.0％）となっている。
また、市議会議員選挙では1,125人（14.0％）、特別区議会選挙では215人（25.6％）、町村議会選挙では476人（8.4％）、首
長選挙では知事が１人（北海道）、市長が３人（京都府木津川市、東京都三鷹市、神奈川県平塚市）の女性が当選している。
女性議員が増加した理由としては、子育てや少子化問題など生活に密着した課題が選挙の争点となり、女性が地方政界に進出
する環境が整ったことが背景にある。

都道府県議会における女性の割合

※沖縄県は2004年、東京都は2005年、
茨城県は2006年選挙
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女性議員率 女性議員数 総議員数
長野県 19.0% 11 58
東京都 17.3% 22 127
滋賀県 17.0% 8 47
奈良県 13.6% 6 44
鳥取県 13.2% 5 38
兵庫県 12.0% 11 92
山梨県 10.5% 4 38
岩手県 10.4% 5 48
沖縄県 10.4% 5 48
福島県 10.3% 6 58
神奈川県 10.3% 11 107
京都府 9.7% 6 62
茨城県 9.2% 6 65
山形県 9.1% 4 44
秋田県 8.9% 4 45
長崎県 8.7% 4 46
北海道 8.5% 9 106
山口県 8.2% 4 49
広島県 7.6% 5 66
千葉県 7.4% 7 95
岡山県 7.1% 4 56
静岡県 6.8% 5 74
香川県 6.7% 3 45
宮城県 6.6% 4 61
石川県 6.5% 3 46
岐阜県 6.5% 3 46
愛媛県 6.4% 3 47
大阪府 6.3% 7 112
熊本県 6.1% 3 49
栃木県 6.0% 3 50
群馬県 6.0% 3 50
愛知県 5.8% 6 104
新潟県 5.7% 3 53
鹿児島県 5.6% 3 54
島根県 5.4% 2 37
埼玉県 5.3% 5 94
高知県 5.1% 2 39
富山県 5.0% 2 40
徳島県 4.9% 2 41
佐賀県 4.9% 2 41
宮崎県 4.4% 2 45
和歌山県 4.3% 2 46
青森県 4.2% 2 48
三重県 3.9% 2 51
福岡県 3.4% 3 88
大分県 2.3% 1 44
福井県 0.0% 0 40

政治分野における女性（2007年地方統一選）
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女性医師の数と割合は着実に増えているが、全体の２割に満たない。

１９９０年以降は、女性医師の数は年平均６％の伸びで増加している。
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女性勤務医の数と割合の推移

勤務医に占める女性割合は、各年齢層で増えている。特に若い世代の伸びが著しく、29歳以下では

1990年と2004年で比べると、16%増加している。子育て期の医師の仕事と育児の両立支援、男性医師

を含めた働き方の見直し、ワーク・ライフ・バランスが重要。

医療施設従事医師数及び男女割合（1990年）
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国家試験合格者、医師、日本医師会会員・役員の女性割合

試験合格者、医師、医師会会員・役員に占める女性割合
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医師国家試験合格者に占める女性割合は３２．７％、女性医師割合は１６．５％であり、今後、若

い世代から、女性医師割合が増えていくことが期待される。

日本医師会における女性会員割合が１３．６％であるのに対し、役員割合は０％であり、女性会員

は役員職に就きにくい状況にある。
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８．生涯を通じた女性の健康支援

（２） 妊娠・出産等に関する健康支援

○周産期医療の充実

・現状における小児科医・産科医の医師不足に対応するため、小児科・産科医療

確保対策を進める。

１２．新たな取組を必要とする分野における男女共同参画の推進

（１） 科学技術 （研究者の医師を含む）

○女性研究者の採用・登用、機会の確保、勤務環境の整備等

・自然科学系全体として２５％（保健系３０％）を目安とし、各研究組織毎に、

女性研究者の数値目標の設定、達成のための努力、達成状況の公開を期待。

国は実態を把握し、公開。

・女性研究者の積極的な採用・登用、研究と育児等の両立支援策を含む勤務環境

の整備等について、国は他のモデルとなる取組を行う大学等に支援等を実施。

○医師についても、仕事と出産・育児等の両立支援策等を実施。 等

第２次男女共同参画基本計画のポイント（医師関係）
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（１）子育て支援策

Ⅰ 新生児・乳幼児期（妊娠・出産から乳幼児期まで）

○ 産科医等の確保等産科医療システムの充実

・地域における産科医療機能の集約化や重点化、周産期医療のネットワークの構築等、

産科医等の確保・産科医療の提供体制の充実に努めるほか、女性医師等の仕事と育児の

両立支援や再就職支援等に努める。

Ⅱ 未就学期（小学校入学前まで）

○ 小児医療システムの充実

・地域における小児科医療機能の集約化や重点化等、小児科医の確保に努めるほか、女性

医師の仕事と育児の両立支援や再就職支援等に努める。さらに、小児救急医療の体制整備

を進める。

（２）働き方の改革

○ 女性の継続就労・再就職支援

○ 長時間労働の是正等の働き方の見直し 等

「新しい少子化対策について」のポイント（医師関係）
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（平成18年7月19日 ソウル）

韓国の中央庁舎オリニチプ（子どもの家）を視察

中央庁舎に勤務する職員の子女用の保育所を視察。学校法人ジョンイ学園（ソウル女子大学校）に

運営が委託されている。７：３０から２２：３０まで開所。定員は２２４名。



78(C) Kuniko INOGUCHI Ph.D.

A Geriatric Peace?
The aging democracies are most likely to experience an unprecedented rise of social welfare expenditures, 

and this could restrain them from resorting to excessive increases of their defense budgets.  In the long-run, 
aging democracies are most likely to favor diplomatic solutions over war options not only because of their 
maturity but also because of the high cost of social insurance. It would no longer be a choice between butter 
and guns—the title of a 1997 book on international diplomacy—but between medicines and guns.   

This has come to be known as a “Geriatric Peace.” Both Japan and the EU could be the pioneers of this 
political and social dynamic for peace.  The concept of geriatric peace might not hold in countries which are 
not democratic, since in non-democracies, states may not be pressured to sustain social insurance for aging 
citizens.  Also the concept may not hold in democracies that welcome unlimited immigration, since they will 
not face graying of the population so soon. 

Also labor shortages will provide opportunities to import labor which, if managed with prudence, could lead to 
a new stage of people’s interdependence and cross-cultural knowledge.  It should provide citizens with a wide 
range of opportunities to look beyond borders and learn the diversity and complexity of the international 
community.  There could be difficulties and instabilities associated with labor interdependence, but in the long-
run it should enhance people’s global knowledge and cultural sensitivities.

With the graying of the population, we will be compelled to revisit our modern growth paradigms which 
focused on a male labor force that constituted the mainstream. Women with children, senior citizens, 
handicapped persons, for example, were not given due attention as an integral part of modern economic 
development dynamics. Thus to discuss a declining and aging population is to deconstruct modern growth 
paradigms of linear progression with uniform values and a homogeneous labor force, and pursue a new social 
philosophy of inclusion and balance.  These efforts should correlate well with, for example, environmental and 
ecology concerns, but less with military aggrandizement.  
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Leadership Deficit or a New Multilateralism?
Today we are in need of strong political leadership and political will to provide solutions for 
emerging and persistent regional and global challenges.  Given the magnitude and the speed of 
regional and global challenges, including new security threats, climatic change, poverty, and 
concerns over division and alienation, the international community is likely to suffer from a 
leadership deficit.  Political leadership at all levels—international, regional, national, and local—
needs to be enhanced and supported by the expertise and knowledge of civil society and 
business communities. Governments today have come under increasing pressure to address and 
respond to a wide-range of complex global issues that cannot be simply solved by raw power or 
only by its traditional institutions.  

The power of knowledge has become increasingly more important, and this is why civil society, 
including scholars, researchers, think tanks, non-profit organizations, media and all interested 
citizens are important partners in the international decision making process.  The military power 
rests with states.  The economic power belongs to states and corporations.  But knowledge can 
belong only to each human existence.  Thus governments, in order to be effective and powerful, 
will find a greater incentive to reach out to civil society to make use of knowledge, including local 
knowledge that belongs to the people.  

These dynamics could serve as the basis of a new paradigm in international decision making. I 
call it New Multilateralism.  The hallmark of New Multilateralism is the power of knowledge and a 
sense of ownership over multilateral issues by a wide range of stakeholders.  New Multilateralism 
needs to be implemented with a result-oriented mindset, but not compromising on priorities on 
humanitarian progress.  
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Promoting Diversity: Toward a New Multilateralism (1)

When I was appointed the first Minister of State to deal exclusively 
with gender equality and demographic issues in October 2005, 
one of my first tasks was to review the government’s five-year 
Basic Plan for Gender Equality. While the plan emphasized the 
importance of joint participation by men and women in policy-
making, I resolved to make it more ambitious. The plan now 
incorporates specific numerical targets—such as women filling 
30% of the leadership positions in all spheres of society by the
year 2020—and defines systemic measures to expand their 
participation in mainstream decision-making processes. Women 
currently fill just 2% of leadership positions in Japan’s private and 
public sectors, so the target figure gives us a point of reference, 
an incentive to hone our skills and proactively mentor those who
will follow.
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Promoting Diversity: Toward a New Multilateralism (2)

Despite being the world’s second-largest economy, Japan places 
42nd out of 75 countries when ranked by the proportion of women 
active in political and economic decision-making. Demographically, 
we face the challenges of a shrinking, aging society. Clearly we
must promote a better work-life balance and provide enhanced 
childcare services so that men and women can participate equally
in public, private, as well as family, spheres.
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Promoting Diversity: Toward a New Multilateralism (3)

Contrary to popular arguments, there is a strong, positive 
correlation between women’s participation in the labor force and 
the total fertility rate in society. Figures from 24 OECD countries 
show that countries with more working women actually achieve 
higher total fertility rates. A greater presence of women in the
workforce generates stronger incentives for policies, products and 
services that support families with children. Also at issue in Japan 
are the long hours and inflexible working practices that limit the 
amount of time men can spend on household chores and 
childcare. 
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Promoting Diversity: Toward a New Multilateralism (4)

In 2006 I chaired The East Asia Gender Equality Ministerial 
Meeting, the first conference of its kind to discuss gender equality 
and the empowerment of women in this region. Despite 
differences in economic development levels and cultural, religious 
and political contexts, the 16 countries and two international 
organizations in attendance achieved consensus on the need to 
overcome the feminization of poverty and stereotypical gender 
roles by invigorating national machineries and local focal points; to 
build capacities for the collection and interpretation of gender
statistics; and to promote gender-sensitive budgeting to bring 
these perspectives into macro- and microeconomic frameworks. 
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Promoting Diversity: Toward a New Multilateralism (5)

Population aging and diversity issues carry important implications 
for world peace. First, a shrinking workforce provides the 
opportunity to import labor. If managed prudently, this fosters 
interdependence and cross-cultural sensitivity. Second, graying 
democracies are most likely to favor diplomatic solutions over 
war—not only because of their maturity, but also because the 
fiscal costs of aging effectively preclude defense budget increases. 
Third, a declining and aging population compels Japan to revisit
its modern growth paradigm of a male mainstream workforce. 
Women with children, senior citizens and handicapped persons 
must be given due attention as an integral part of dynamic 
economic development. A philosophy of inclusion and balance is, 
after all, the basis of true democracy. 
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Promoting Diversity: Toward a New Multilateralism (6)

Do we have sufficient leadership and political will to provide solutions for 
these persistent challenges? Probably not. Prime ministers and 
ministers-in-charge are responsible for taking us to a new paradigm, but 
they should be supported by conscious leadership on other levels. The 
following “6-D Challenges for Leadership” apply not only to politics, but 
also to economic, civil and academic spheres. The whole of society—
scholars, researchers, think tanks, nonprofit organizations, media and 
citizens working at global and local levels—can, and should, be partner 
to the decision- and policy-making process. 

A sensitivity to Diversity. 
A deepening of Democracy. 
Decentralization, or the eschewing of strong hierarchies.
Definition of goals and achievements.
The ability to Dream; to show the way forward.
Dignity—ultimately the basis of civilization itself. Let us ensure that 

every citizen recognizes and is encouraged to keep their human dignity.
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出生数及び合計特殊出生率の推移
1971年～1974年の第２次ベビーブーム以降、30年間にわたって出生数、合計特殊出生率ともに減少傾向にあった
が、2006年の出生数は1,092,662人と前年を30,132人、合計特殊出生率は1.32と前年を0.06ポイント上回った。
2006年の出生数の伸びは1994年に50,046人増加して以来12年ぶりの大きな増加であり、出生率は2000年以来6年ぶ
りに前年を上回り、前年からの伸びはおよそ40年ぶりの大幅な上昇となった。
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出生数（万人、左目盛）

合計特殊出生率（右目盛）

1947～50年 第1次ベビーブーム
合計特殊出生率 4.32
出生数 269.6万人

※1950年

1971～74年 第2次ベビーブーム
合計特殊出生率 2.14
出生数 209.2万人

※1973年

1966年
ひのえうま

1995～99年
エンゼルプラン

2000～04年
新エンゼルプラン

2005～09年
子ども・子育て

応援プラン

厚生労働省「人口動態統計」、日本における日本人の動態

2006年～
新しい少子化対策

団塊世代

団塊ジュニア

世代

団塊の孫世代

過去10年の出生数、合計特殊出生率

出生数（人） 前年差
合計特殊
出生率

前年差

1997 1,191,665 ▲14,890 1.39 ▲0.04

1998 1,203,147 11,482 1.38 ▲0.01

1999 1,177,669 ▲25,478 1.34 ▲0.04

2000 1,190,547 12,878 1.36 0.02

2001 1,170,662 ▲19,885 1.33 ▲0.03

2002 1,153,855 ▲16,807 1.32 ▲0.01

2003 1,123,610 ▲30,245 1.29 ▲0.03

2004 1,110,721 ▲12,889 1.29 0

2005 1,062,530 ▲48,191 1.26 ▲0.03

2006 1,092,662 30,132 1.32 0.06

合計特殊出生率の上昇ランキング

順位 年 前年差
1 1967 0.65
2 1965 0.09
3 1958 0.07
4 2006 0.06
5 1964 0.05
6 1994 0.04
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一般歳出予算と科学技術関係予算の推移

一般歳出
予算額

科学技術
関係予算額

2001 82,652 34,685

2002 81,229 35,444

2003 81,789 35,974

2004 82,110 36,084

2005 82,182 35,779

2006 79,686 35,743

2007 82,908 35,113

一般歳出予算と科学技術関係予算（前年比）

一般歳出予算額と
科学技術関係予算額（億円）

総合科学技術会議、財務省資料より作成

※各年度の本予算の額。
補正予算を含まない。

一般歳出予算

科学技術関係予算
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朝日新聞科学部創設５０周年記念シンポジウム
「科学技術と国家」２００７年１１月１６日
パネリスト 猪口邦子（日本学術会議委員）
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内閣府資料（2004年）

（％）

研究者に占める
女性の割合の
国際比較
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科学者の役割と国際社会の未来

• 日本の特質
１．小資源国 →教育、改革、科学技術

２. 被爆国 →軍縮と不拡散阻止（核と通常兵器）

• Epistemic Community(認知共同体）＝科学者が
政策志向性をもって国境横断的に形成する問題解
決のためのネットワーク

• Geriatric Peace （民主主義社会における少子高
齢化社会不戦構造）

butter or gun からmedicine or gun へ
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ＳＯＳ＝Solution-Oriented Synergy
問題解決志向の連結

• Knowledge とは何か
• Local knowledge 現場の知識、苦労した人の知識
• Affected partners 苦労をしている人、問題解決を
必要としている人

• Raise the voice 声をあげる
• 人間社会の苦労を解決する科学技術
→ 解決志向的技術の必要性
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日本の特質と国際社会の未来

• 日本の特質
１．小資源国 →少子化対策、教育、改革、

科学技術

２. 被爆国 →軍縮と不拡散阻止（核と通常兵器）

• Geriatric Peace （民主主義社会における少子高
齢化社会不戦構造）

社会政策予算の必然性
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日本女性の活躍のための
３つの「ひ」

• 活躍の場で 「ひるむな」

• 人の前進を 「ひがむな」

• 人の足を 「ひっぱるな」
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猪口邦子の新刊

くにこｉｓｍくにこｉｓｍ
人にはみな、その人らしさや持ち味があります。本書のタイトル
の『くにこｉｓｍ』 という言葉は、猪口邦子の持ち味や情熱、そ
して物事への取組み方を表しています。国際政治学者、軍縮大使、
政治家としての歩みや、自らの子供時代や家庭生活を通じて大事に
してきたことを語ってみました。
女性職業人としての苦労もたくさんありましたが、前向きに歩み
続けることも私らしさの一つです。人にはみな、その人生の航路を
守り貫く思いや個性があるでしょう。それを自己発見し、肯定し、
社会のために活かしてみてはどうでしょう。２１世紀の民主主義社
会はきっと深く豊かなものになっていくように思えます。この本に
は、論文や学術書とは違い、人間、猪口邦子がいるはずです。

猪口邦子
（いのぐち・くにこ）
Kuniko INOGUCHI, Ph.D.

衆議院議員／国際政治学者
元少子化・男女共同参画担当大臣

私が大切にしてきたもの、こんな感じ。
英語の勉強は／バイリンガルならぬバイスクール／パール・ハーバーの授業／花開く文学少女／いま平和のなかに生きて
いることの価値／留学と母の切り抜き／猪口孝との出会い、結婚／小さな下宿の物語／彼が譲らなかった生活スタイルと
は？／若き学者が集う自宅の学術サロン／軍縮大使として／大使の激務乗り切り術／改革という火の玉に連なって／少子
化・男女共同参画の特命担当大臣として／日本がもっている特別な光／高齢社会の平和／21世紀はアジアの時代 ほか

11月20日より全国書店にて発売
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どうしたら社会はよくなるか？
→物事を変えていくときは、自分の持ち場からよいものにしていく

●物事を変えていくとき、まずは自分の持ち場や日々の仕事から
よりよいものにしていくことが重要です。私は自分の日々の活動
の水準を高めていくことから、改革の流れを作ろうとずっと努力し
てきました。一つの現場をよくできなければ、社会全体をよくして
いくことなどできないと感じます。

●例えば大学にいたころは、大学改革の必要性はあるけれど、まずは日々
の自分の授業が日本一の水準の内容になるようにと努力しました。
●２００５年から約一年間少子化担当大臣を務めたときは、全国の知事や自
治体責任者と政策協議をするために一時の休みもなく働きました。
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優れた政策の出発点はどこに見つかるか？
→ 政策へのヒントは現場の細部にこそ宿っている

●一つ一つの現場を改革していくことで、人間社会はよくなってい
きます。大きいな政策課題のアイデアやヒントは、現場の細部に
こそ宿っています。

●困りごとの細部への関心なくして、苦労のある現場に知的関心
を寄せる姿勢なくして、有意義な政策は生み出しにくいものです。

●与党自民党の女性部は、その担い手となり、優れた政策につ
ながる最初の知識の伝達者になることができます。

●知識の起点はlocal knowledge （現場の知識や苦労した人の保有する体
験的知識）ではないでしょうか。困っている人こそ知識の保有者であり、政治
家も女性部もその人々によって保有されている知識の核心を分けてもらうこ
とにより、政策を提案し、人間社会に異な未来をもたらすことができます。



96(C) Kuniko INOGUCHI Ph.D.

政治と何か？
→困っている人々に異なる未来をもたらす（make a difference)

●とりわけ困っている人々に異なる未来をもたらす政治家とし
て、私は成長したいと思っています。

●国民はさまざまなことで困っています。また世界にも困り果
てている人々が大勢います。その困っている現場の真実に少
しでも接近して効果的に対応し、異なる未来をもたらすよう努
力していく責任が、政治家とその支援者にはあります。

●政治家とその支援者には、社会全体がよりよい未来を抱くことができ
るよう、自らを律し、自らの最良の水準において仕事し、勇気をもって時
代の先端で行動し、社会変革を先導していく使命があると思います。
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闘う女性部へと発展しましょう！

行動する女性部
提案する女性部
連帯する女性部

●政策提言（特に少子化・教育・男女共同参画・環境）
●選挙への戦略行程とは
１．２ヶ月前の課題
２．２週間前の課題
３．告示日以降の課題
４．選挙ｻﾝﾃﾞｰの計画
５．投票日前７２時間戦略
●研修会の充実＋若年女性層の党本部での研修会
●党本部女性局のプロジェクトへの積極参加
●子育て世代の女性が参加しやすいか、要検討
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ＧＥＭ（ジェンダー・エンパワメント指数）とＨＤＩ（人間開発指数）の国際比較

国連開発計画（ＵＮＤＰ）「人間開発報告書」（2007年）

女性が政治及び経済活動に参加し、意思決定に参加できるかどうかを測るＧＥＭ（ジェンダー・エ

ンパワメント指数）をみると、日本は93か国中54位ときわめて低位であり、先進国中最下位である。

一方、人々の生活の質や発展度合いを示すＨＤＩ（人間開発指数）をみると、日本は177か国8位と

なっている。

1 アイスランド 0.968

2 ノルウェー 0.968

3 オーストラリア 0.962

4 カナダ 0.961

5 アイルランド 0.959

6 スウェーデン 0.956

7 スイス 0.955

8 日本 0.953

9 オランダ 0.953

10 フランス 0.952

12 米国 0.951 

16 英国 0.946 

20 イタリア 0.941 

22 ドイツ 0.935 

1 ノルウェー 0.910

2 スウェーデン 0.906

3 フィンランド 0.887

4 デンマーク 0.875

5 アイスランド 0.862

6 オランダ 0.859

7 ベルギー 0.850

8 オーストラリア 0.847

9 ドイツ 0.831

10 カナダ 0.820

14 英国 0.783 

15 米国 0.762 

18 フランス 0.718 

21 イタリア 0.693 

54 日本 0.557 

GEM
(Gender
Empowerment
Measure)

女性が政治及び経済
活動に参加し、意思決
定に参加できるかどう
かを測るもの。
国会議員に占める女
性割合、専門職・技術
職に占める女性割合、
管理職に占める女性
割合及び男女の推定
所得を用いて算出する。

HDI
(Human
Development
Index)

人々の生活の質や
発展度合いを測る
もの。
平均寿命、教育
水準（成人識字率
と就学率）、国民
所得を用いて算出
する。

22位 ポルトガル
23位 トリニダード・トバゴ
24位 コスタリカ
25位 リトアニア
26位 キューバ
27位 スイス
28位 イスラエルなど
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○働き方の改革の第一弾として、仕事と家庭・地域生活の両立が可能なワー
ク・ライフ・バランスの実現に向け、男女共同参画会議や「子どもと家族を
応援する日本」重点戦略検討会議の提言等を踏まえ、関係府省の連携の下に、
平成１９年内を目途に「ワーク・ライフ・バランス憲章」及び以下の内容を
含めた「働き方を変える、日本を変える行動指針」を策定する。

就業率向上や労働時間短縮などの数値目標
ワーク・ライフ・バランス社会の実現度を把握するための指標の在り方
ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた支援施策、制度改革等に関す
る政府の横断的な政策方針
経済界・労働界を含む国民運動の推進に向けた取組方針

ワーク･ライフ・バランスの推進にかかる政府の取組
「経済財政改革の基本方針２００７」（骨太２００７）

（平成１９年６月１９日閣議決定）
における関連記述のポイント

2007年 最近の政府の取り組み（男女共同参画行政）
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2007年 最近の政府の取り組み（男女共同参画行政）

ワーク･ライフ･バランス推進官民トップ会議

（議長）

・官房長官

（メンバー）
・経済界・労働界・自治体の代表者

・有識者

・関係閣僚

「働き方を変える、日本を変える行動指針」（仮称）策定作業部会

（メンバー）

・経済界・労働界の代表者

・有識者

ワーク･ライフ･バランス憲章
（仮称）を策定

「働き方を変える、日本を変える」
行動指針（仮称）を策定

検討体制

経済財政諮問会議
（労働市場改革専門調査会）

男女共同参画会議
（ワーク・ライフ・バランスに関する

専門調査会）

「子どもと家族を応援する日本」
重点戦略会議

ワーク･ライフ・バランス推進官民トップ会議
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（３）個々の企業・組織
・人材獲得競争の激化
⇒ 多様な人材を生かし競争力を強化する
ために必要
・従業員の人生の段階に応じたニーズへの対応
（若年層、子育て層、介護層、高齢層）
・意欲や満足度の向上 ・心身の健康の維持
・女性の活用

ワーク・ライフ・バランスとは：仕事、家庭生活、地域

生活、個人の自己啓発など、様々な活動について、

自らが希望するバランスで展開できる状態

男性も女性も、あ
らゆる世代の人
のためのもの

人生の段階に応
じて自ら希望す
る「バランス」を
決められるもの

「仕事の充実」と
「仕事以外の生
活の充実」の好
循環をもたらす

多様性を尊
重した活力
ある社会

平成１９年７月 男女共同参画会議・仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・バランス）に関する専門調査会 報告

・ワーク・ライフ・バランスは経営戦略の
重要な柱：「明日への投資」
・中小企業にとっては特に大きな意義

なぜ今、ワーク・ライフ・バランスが必要か？なぜ今、ワーク・ライフ・バランスが必要か？

（１）個人
・仕事と家庭の両立が困難
ライフスタイルや意識の変化
両立希望に反して仕事中心になる男性
家庭責任が重く希望する形で働くのが
難しい女性

・自己啓発や地域活動への参加が困
難
・長時間労働が心身の健康に悪影響
⇒ 希望するバランスの実現のため
に必要

（２）社会全体

・労働力不足の深刻化
・生産性の低下・活力の衰退
・少子化の急速な進行
・地域社会のつながりの
希薄化

⇒ 経済社会の活力向上の
ために必要

少子高齢化・人口減少時代を迎え、これまでの働き方では、個人、企業・組織、社会全体が持続可能でなくなる

地域生活

健康・休養

自己啓発

家庭生活

仕事

様々な活動を自ら

希望するバランスで展開

ワーク・ライフ・バランスが実現した姿

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の考え方仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の考え方

2007年 最近の政府の取り組み（男女共同参画行政）
ワーク･ライフ・バランス推進の基本的方向（ポイント）
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ワーク・ライフ・バランス実現に向けた社会基盤づくり（4つの戦略）

◆企業の取組を社会が評価し、一層の
取組を促す

２．企業・組織の取組を社会全体で後押し２．企業・組織の取組を社会全体で後押し

◆中小企業向けのノウハウ・支援情報の

提供、相談体制の充実

取組を進める企業・組織の表彰や優遇
企業・組織の評価・格付け等

１１.. 理解の浸透・推進力強化の理解の浸透・推進力強化の

ための枠組みづくりための枠組みづくり

◆ ワーク・ライフ・バランス社会の

実現度指標の開発

◆情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した

業務効率化

◆テレワークの推進

◆情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した

業務効率化

◆テレワークの推進

４．ワーク・ライフ・バランスに関連４．ワーク・ライフ・バランスに関連
するイノベーションの推進するイノベーションの推進

多様な人材から高付加価値を
生み出す３つのマネジメント改革

◆ワーク・ライフ・バランスに関する

啓発・情報提供の推進

３３.. 個人の多様な選択を可能に個人の多様な選択を可能に

する支援やサービスの展開する支援やサービスの展開

① 「時間管理」改革：
仕事の見直しによる効率化、従業員の
ニーズに応じた計画的な業務管理 等

②「人材活用」改革：
多能工的人材の育成、女性の積極的
育成・登用、高齢者の活用 等

③「組織の在り方」改革：
仕事・人の合理的配分・柔軟な見直し、
ワーク・ライフ・バランスを推進する組
織風土 等

◆自己診断指標の開発・普及

社会全体の取組の進捗度やその成果を把握し
課題を把握するための指標の開発

◆ワーク・ライフ・バランス推進ネットワー

クづくりの促進

経営者・管理職の「意識改革」
トップの「リーダーシップ」

◆ 求職者への企業の取組に関する

情報提供

◆多様な両立支援・再就職支援

サービスの拡充

2007年 最近の政府の取り組み（男女共同参画行政）

ワーク･ライフ・バランスの実現に向けた取り組みの方向性


